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１ 地方公共団体による退院後支援等について  

 

  入院した精神障害者は、地域生活を送る上で様々な課題やニーズを抱えてい

ることが多く、円滑な社会復帰等の観点からは、そのニーズに応じて、退院後

に必要な医療、福祉、介護、就労支援等の支援が実施されることが望ましい。 

  こうしたことから、平成 30 年３月に、「地方公共団体による精神障害者の退

院後支援に関するガイドライン」（平成 30 年３月 27 日障発 0327 第 16 号厚生

労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を発出したところである。 

  当該ガイドラインにおいては、入院した精神障害者のうち、自治体が中心と

なって退院後の医療等の支援を行う必要があると認められる者について、各自

治体が、その体制を整備しつつ、可能な範囲で積極的な支援を進めていくこと

ができるように具体的な手順を整理しており、 

・自治体が中心となって退院後支援を行う必要があると認めた者のうち、同

意が得られた者に対して、退院後支援計画を作成すること  

・退院後支援計画には、退院後の生活に関する本人の希望、家族その他の支

援者の意見、退院後支援の担当機関、本人のニーズ、課題、支援内容等を

記載すること 

・退院後支援計画の作成に当たっては、原則として自治体が会議を開催し、支

援関係者等で計画の内容等を協議すること。会議には、本人と家族その他の

支援者の参加が原則であること。 

・退院後支援の実施に当たっては、帰住先保健所設置自治体は、計画に基づく

相談支援を行うとともに、支援全体の調整主体としての役割を担うこと  

 といった内容により構成されている。 

  各自治体におかれては、当該ガイドラインの内容を改めてご確認いただくと

ともに、引き続き、自治体の実情に応じた退院後支援の実施、専門職の配置や

研修の実施等の体制整備、関係機関との協力の推進等に努めていただくようお

願いしたい。 

 

また、同じく平成 30 年３月に「措置入院の運用に関するガイドライン」（平

成 30 年３月 27 日障発 0327 第 15 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

通知）を発出し、措置入院の運用が適切に行われるよう、法における通報等の

中でも特に件数の多い警察官通報を契機とした、措置入院に関する標準的な手

続を示したところである。 

各自治体におかれては、改めてそれぞれの措置入院における実務や運用等を、

当該ガイドラインに照らして確認いただき、警察等の関係機関と協力の上、適

切な実施に努めていただくようお願いしたい。 

 

なお、各ガイドラインについては、平成 30 年７月に各自治体からの質問に

対する回答をお示ししているところであり、併せてご参照いただきたい。  
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○ 各自治体が、その体制を整備しつつ、可能な範囲で積極的に退院後支援を進められるよう、現行法下で実施可能な、
自治体が中心となった退院後支援の具体的な手順を整理。

○ 精神障害者が退院後にどこの地域で生活することになっても医療、福祉、介護、就労支援などの包括的な支援を継続的
かつ確実に受けられるようにすることを目的として実施（法第47条の相談支援業務の一環）

１ 支援対象者、本人・家族その他の支援者の参画
○ 作成主体の自治体が、自治体が中心となって退院後支援を行う必要があると認めた者のうち、同意が得られた者。
※ 措置入院者のうち退院後支援を実施する必要性が特に高い者から支援対象とすることも可。医療保護入院者等に作成することも可。

※ 同意が得られない場合は、計画は作成しない。

○ 本人と家族その他の支援者が支援内容を協議する会議（以下「会議」という。）への参加など計画作成に参画できるよう
に十分働きかけ。

2 計画作成の時期
○ 原則、入院中に作成。ただし、入院期間が短い場合等は退院後速やかに作成。

○ 措置入院の場合、措置症状が消退しているにもかかわらず、計画に基づく支援について本人の同意が得られないこと
や、計画作成に時間を要していることを理由に措置入院を延長することは法律上認められない。

3 計画の内容
◆ 計画の記載事項（主要事項）

・ 退院後の生活に関する本人の希望 ・ 家族その他の支援者の意見
・ 退院後支援の担当機関、本人のニーズ・課題、支援内容、連絡先
・ 必要な医療等の支援の利用が継続されなかった場合の対処方針 ・ 計画に基づく支援を行う期間 等
◆ 計画に基づく支援期間

○ 本人が希望する地域生活に円滑に移行できるための期間として、地域への退院後半年以内を基本として設定。
○ 延長は原則１回（本人同意が必要）。１年以内には計画に基づく支援を終了して本人が地域生活を送れるよう努力。

4 会議の開催
◆ 参加者
① 会議には、本人と家族その他の支援者の参加が原則。

※例外的に参加しない場合も、事前又は事後に、これらの者の意向を確認する機会を設けるなどの対応を行う。

② 本人が、弁護士等を成年後見人や代理人として参加させることを希望する場合は、これらの者を参加させる。

地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン（概要）

Ⅱ 退院後支援に関する計画の作成

Ⅰ 地方公共団体による精神障害者の退院後支援の趣旨

地方公共団体による精神障害者の退院後支援に関するガイドライン（概要）
Ⅱ 退院後支援に関する計画の作成（続き）

１ 帰住先保健所設置自治体の役割、各支援関係者の役割等
○ 帰住先保健所設置自治体は、計画に基づく相談支援を行うとともに、支援全体の調整主体としての役割を担う。

２ 計画の見直し

○ 自治体は、本人・家族等が希望した場合や、本人の病状や生活環境の変化等に応じて支援内容等を見直す必要がある場合には、速やかに
計画の見直しを検討。

３ 支援対象者が居住地を移した場合の対応
○ 自治体は、支援期間中に本人が居住地を移したことを把握した場合には、本人の同意を得た上で、移転先自治体に計画内容等を通知。移転

先自治体は、速やかに、本人の同意を得た上で計画を作成。

４ 計画に基づく支援の終了及び延長
○ 支援期間が満了する場合は原則支援を終了。支援終了後も、必要に応じて法第47条に基づく一般的な相談支援を実施。
○ 例外的に延長する際は、会議を開催し、本人・家族等に丁寧に説明の上、本人の同意を得る。

５ 本人が交付された計画に基づく支援への同意を撤回した場合の対応

○ 計画の交付後に、本人から支援への同意を撤回する旨の意向が示された場合は、必要に応じて計画内容を見直す等、本人の意向を踏まえ

た計画となるよう対応。

○ こうした対応を行っても計画に基づく支援に同意が得られない場合は、計画に基づく支援を終了。

Ⅲ 退院後支援に関する計画に基づく退院後支援の実施

③ 支援関係者（＝支援対象者の退院後の医療等の支援の関係者）
・ 作成主体の自治体 ・ 帰住先の市町村
・ 入院先病院 ・ 通院先医療機関 ・ 措置入院前の通院先医療機関 ・ 訪問看護ステーション
・ 地域援助事業者その他の障害福祉サービス、介護サービス事業者 ・ NPOなどの支援者、民生委員 等

※ 防犯の観点からの警察の参加は認められず、警察は参加しない。例外的に支援を目的に参加を検討する場合も、本人が拒否した場合は参加は不可。

◆ 開催方法、開催場所
○ 電話やインターネット回線等を活用して協議を行うことも可。本人の入院中は原則として入院先病院内で開催。
◆ 会議の事務に関して知り得た情報の管理

○ 設置主体は、会議の事務に関して知り得た情報の適正な取扱いについて支援関係者にあらかじめ説明し、各支援関係者から当該取扱いを遵

守する旨の同意を文書で得る。
5 入院先病院の役割（自治体に協力し、以下の対応を行うことが望ましい。）

①退院後の生活環境に関する相談支援を行う担当者の選任（措置入院先病院）
②退院後支援のニーズに関するアセスメントの実施 ③計画に関する意見等の提出 ④会議への参加 等
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措置入院患者への精神医療の評価

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ－１－４）地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価⑤

精神科措置入院退院支援加算の新設

措置入院患者に対して、自治体と連携した退院支援を実施した場合の評価を新設する。

(新) 精神科措置入院退院支援加算 600点（退院時）

［算定要件］
措置入院者（緊急措置入院者及び措置入院又は緊急措置入院後に医療保護入院等により入院し

た者を含む。以下同じ。）に対して、入院中から、自治体と連携して退院に向けた支援を実施するため、
以下の体制をとっていること。

(1) 当該保険医療機関の管理者は、措置入院者を入院させた場合には、入院後速やかに、措置入
院者の退院後の生活環境に関し、本人及びその家族等の相談支援を行う担当者を選任すること。

(2) 自治体が作成する退院後支援に関する計画が適切なものとなるよう、多職種で協働して当該患
者の退院後支援のニーズに関するアセスメントを実施し、自治体と協力して計画作成のために必
要な情報収集、連絡調整を行うこと。

(3) 退院後支援に関する計画を作成する自治体に協力し、当該患者の入院中に、退院後支援の
ニーズに関するアセスメントの結果及びこれを踏まえた計画に係る意見書を当該自治体へ提出す
ること。

地域移行・地域生活支援を含む質の高い精神医療の評価①

平成30年度診療報酬改定 Ⅱ－１－４）地域移行・地域生活支援の充実を含む質の高い精神医療の評価⑥

自治体の作成する退院後の支援計画に基づいて、措置入院を経て退院した患者に行う通院・在宅精神療法の
区分を新設する。

通院・在宅精神療法における精神保健指定医に係る評価を廃止し、初診時に 60分以上の通院・在宅精神療
法を行った場合の評価を新設する。

措置入院を経て退院した患者に対し、看護師等が通院精神療法と併せて患者の療養生活等に対する総合的
な支援を行った場合の加算を新設する。

通院精神療法
(新） 措置入院後継続支援加算 275点（３月に１回）

［算定要件］
(1) 医師の指示を受けた看護職員又は精神保健福祉士が、月に１回以上の頻度で、服薬や社会参加等の状況を踏まえて療養上の指導を行って
いること。

(2) 患者の同意を得た上で、退院後の支援に係る全体調整を行う自治体に対し、患者の診療状況等について情報提供を行っていること。

現行

【通院・在宅精神療法】
１ 通院精神療法

イ 初診の日において地域の精神科救急医療体制を
確保するために必要な協力等を行っている精神保健
指定医等が 30分以上行った場合 600点

ロ イ以外の場合
(1) 30分以上の場合 400点
(2) 30分未満の場合 330点

改定後

【通院・在宅精神療法】
１ 通院精神療法
イ 自治体が作成する退院後の支援計画において支援を受ける期間にある
措置入院後の患者に対し、当該計画において療養を提供することとされて
いる医療機関の精神科医が行った場合 660点

ロ 初診の日において 60分以上行った場合 540点

ハ イ又はロ以外の場合
(1) 30分以上の場合 400点
(2) 30分未満の場合 330点

自治体と連携した措置入院後の通院精神療法等の評価

(※) 在宅精神療法についても同様に見直し
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○ 都道府県等の職員は、警察から連絡があった際、「警察官通報であること」「警察官が対象者を発見した状況」等を確認。
※ 留意点として、被通報者が警察官に保護・逮捕等されていない状況での通報等への対応も明確化

Ⅰ 警察官通報の受理

措置入院の運用に関するガイドライン（概要）

○ 原則、職員を速やかに被通報者の現在場所に派遣し、面接を行わせ、事前調査の上で措置診察の要否を決定。

○ 事前調査に際しては可能な限り複数名の職員で実施し、専門職による対応が望ましい。

措置診察の要否の判断は、都道府県等において、協議・検討の体制を確保し、組織的に判断することが適当。

○ 措置入院の運用に係る体制（特に夜間・休日）の整備が必要。

○ 被通報者に精神障害があると疑う根拠となる具体的言動がない場合等、「措置診察を行わない決定をすることが考えられ

る場合」を明確化。

○ 全国の自治体で、措置入院の運用が適切に行われるよう、精神保健福祉法上の通報等の中でも特に多い警察官通
報を契機とした、措置入院に関する標準的な手続をガイドラインとして整理。

Ⅱ 警察官通報の受理後、事前調査と措置診察まで

Ⅲ 地域の関係者による協議の場

○ 都道府県等は、自治体、精神科医療関係者、福祉関係者、障害者団体、家族会、警察、消防機関等の地域の関係者による

「協議の場」を設け、以下の事項について年に１～２回程度協議することが望ましい。

・ ガイドラインを踏まえた警察官通報等から措置入院までの対応方針

・ 困難事例への対応のあり方など運用に関する課題

・ 移送の運用方法 等 ※「協議の場」では個人情報を取り扱わないよう厳に留意。
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について  

 

（１）基本的な考え方 

わが国の地域精神保健医療については、平成 16 年９月に策定した「精神

保健医療福祉の改革ビジョン」において「入院医療中心から地域生活中心」

という理念を明確にし、様々な施策を行ってきた。 

精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度に

かかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるような地域づく

りを進めるため、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」を

政策理念として、平成 30 年度から開始した障害福祉計画、医療計画、介護

保険事業（支援）計画の実施にあたり、共通のアウトカム指標によって政策

を推進していく必要がある。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組について 

ア）ReMHRAD(リムラッド)（地域精神保健医療福祉資源分析データベース） 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に当たっては、まず初  

めに地域の現状と課題を明らかにするための「地域分析」を行う必要がある。 

  このため、令和元年度厚生労働科学研究 『医療計画、障害福祉計画の効

果的なモニタリング体制の構築のための研究』（研究代表者国立研究開発法

人精神・神経医療研究センター 山之内 芳雄：研究分担者 東洋大学 吉田 光

爾）において、「ReMHRAD(リムラッド)（地域精神保健医療福祉資源分析デー

タベース）」（以下「リムラッド」という。）を作成し、同センターのホーム

ページ上で公開している。（URL: https://remhrad.ncnp.go.jp/） 

  リムラッドは以下の４つのコンテンツからなる地図情報を利用した、精神  

保健医療福祉上の情報を統合した Web 上のデータベースとなっている。精神

医療及び障害福祉サービス等の現状を各自治体別に示しており、取組を進め

るに当たっては是非活用いただきたい。 

 

  １．多様な精神疾患の指標（医療計画） 

   ２．入院者の状況 

   ３．地域包括ケアのための資源の状況（障害福祉・訪問看護）  

   ４．各社会資源のマッピング（医療機関・障害福祉・訪問看護）  

 

イ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業 

  平成 29 年度に創設した本構築推進事業については、保健・医療・福祉関

係者による協議の場を設置した上で、精神障害者の住まいの確保支援など、

地域包括ケアシステムの構築に資する事業を実施するものである。本事業に

ついては、平成 30 年度より地域生活支援促進事業に位置づけて、実施主体

をこれまでの都道府県、指定都市に加え、保健所設置市及び特別区（以下「都

道府県等」という。）まで拡大したところ。令和元年度においては 75 都道府
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県等において実施された。 

  令和２年度からは、医療機関・指定一般相談支援事業所及び自治体に対し、

各種福祉サービスの利用・活用に係る必要な助言等を行うとともに、その取

組に係る意識啓発を行う「構築推進サポーター事業」を追加するとともに、

精神障害当事者やその家族等からの休日・夜間における相談に対応するため、

精神保健福祉センター、精神科救急情報センター、医療機関等に精神医療相

談窓口を設置する「精神医療相談事業」を追加することとしており、精神障

害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を更に推し進めることとして

いる。 

現時点における、本構築推進事業の具体的な実施内容の例については、 

 ①保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置  

②普及啓発に係る事業 

③精神障害者の家族支援に係る事業 

④精神障害者の住まいの確保支援に係る事業  

⑤ピアサポートの活用に係る事業 

⑥アウトリーチ支援に係る事業 

⑦措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継続支援に係る  

事業 

⑧精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事業  

⑨入院中の精神障害者の地域移行に係る事業  

⑩包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業  

⑪構築推進サポーター事業 

  ⑫精神医療相談事業 

⑬その他、包括ケアシステムの構築に資する事業  

を想定しているが、実施内容については、都道府県等の実情に応じて検討い

ただきたい。（地域の実情に合わせ②～⑬の事業メニューを選択して実施す

ることができるが、その際、①の協議の場の設置は必須。） 

都道府県等におかれては、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築」を進めるために、本構築推進事業を積極的に活用いただきたい。 

 

（予算（案）概要） 

・令和２年度予算（案）532,733 千円 

 ※ 地域生活支援事業、社会福祉施設等設備整備費計上分除く 

・補助先 都道府県・指定都市・保健所設置市・特別区 

・補助率 １／２ 

  

ウ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業 

  精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるに当たり、圏

域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じた、精神科医療機関、

その他の医療機関、地域援助事業者、市町村、保健所などとの重層的な連携
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による支援体制を構築することが重要である。このような取組を各都道府県

等で推進するために、平成 29 年度から本構築支援事業を立ち上げている。 

 具体的には、都道府県等においてモデル圏域を設定し、保健・医療・福祉

関係者に対して、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進に

係る実践経験を有するアドバイザーによる支援を行うことにより、精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築プロセスを経験するものである。 

また、都道府県等が精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に

係る取組を積極的かつ円滑に進めることができるよう、事業メニューの実施

事例（好事例を含む）等を盛り込んだ手引きを平成 30 年度に作成したとこ

ろであるが、令和元年度中に本手引きを更新することとしており、都道府県

等におかれては、取組を進めるに当たり、本手引きを参考としていただきた

い。 

なお、本手引きについては、毎年度、内容の更新を適宜行うこととしてお

り、必要とされる情報を加えていくこととしている。  

令和２年度は、第５期障害福祉計画の最終年度に当たる。本構築支援事業

は、実践経験のある保健・医療・福祉の有識者からなる広域アドバイザー及

び都道府県等密着アドバイザーからの技術的支援や他の都道府県等との情

報共有を得られる機会でもあるため、積極的に参加していただきたい。 

※当該事業参加に当たっては、都道府県等密着アドバイザーの推薦依頼

（原則、保健・医療・福祉分野から１名ずつ。）について御協力をお願いす

ることとしている。 

また、本事業については、構築プロセスのノウハウを全国的に拡げていく

ことも目的としており、既に一定程度、精神障害にも対応した地域包括ケア

システムの構築が進んでいると考えられている都道府県等におかれても、本

事業に参画いただき、そのノウハウを共有いただきたいと考えている。 

 

（予算（案）概要） 

・令和２年度予算（案）40,821 千円 

・補助先 委託 

 

エ）多職種・多機関連携による地域連携体制整備事業（新） 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることが

できるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築の推進を図

っているところであるが、多職種・多機関連携による支援体制は、いまだ十

分とは言えない状況である。 

このため、令和２年度において、精神保健福祉士等を精神科医療機関、グ

ループホームに配置し、医療・福祉の連携強化による精神障害者の地域生活

を支援するモデル事業を新たに実施することとしており、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの更なる取組の推進を図ることとしており、本事

業の活用について検討いただきたい。 
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（予算（案）概要） 

・令和２年度予算（案）68,358 千円 

・補助先 都道府県 ※団体等への委託可 

・補助率 １０／１０ 

 

オ）精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

  本事業については、平成 30 年度より実施主体を都道府県のみから指定都

市、保健所設置市及び特別区まで拡大したところ。 

※本広域調整等事業（地域生活支援広域調整会議等事業及び地域移行・地

域生活支援事業）については、事業メニュー毎に実施主体が異なっていたこ

とから、平成 30 年度より全ての事業メニューにおいて、都道府県、指定都

市、保健所設置市及び特別区まで実施できるよう実施主体を拡大。 

「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書（平成 29

年２月）において、医療へのアクセスのあり方として、医療導入を検討する

ための訪問は、保健所を中心に、アウトリーチ事業の活用や福祉を担う市町

村と保健所の連携など、行政による対応（保健的アウトリーチ）が考えられ

るとされており、今後、より積極的にアウトリーチ事業を活用していただき

たい。 

 

■ アウトリーチ事業評価検討委員会 

アウトリーチ事業の実施に際し、保健・医療・福祉に携わる関係者、  

当事者、家族等から構成するアウトリーチ事業評価検討委員会を設置す 

るとともに、３カ月に１回以上開催し、アウトリーチチームの活動状況 

の把握等の業務を行う。 

 

■ 精神障害者地域移行・地域定着推進協議会  

都道府県、指定都市、保健所設置市又は特別区は、設定した実施圏域  

における精神障害者の地域移行支援に係る体制整備のための調整業務を

行うため、都道府県、市町村、精神科病院の医師、相談支援事業所、福

祉サービス事業者、ピアサポーター等で構成する精神障害者地域移行・

地域定着推進協議会を設置することとしている。  

協議会を活用して精神科病院の医師や福祉サービス事業者等の関係機

関と自治体が連携をとることが必要である。  

 

■ アウトリーチ事業 

保健所等に、保健師や精神保健福祉士等の職員を配置し、協力医とと

もに地域の精神障害者等に対する相談対応、訪問による早期支援、地域

定着支援を行う。関係機関との連絡、調整を図りながら支援を進めるた

めのケース・カンファレンスの開催等を行う。  
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■ ピアサポートの活用 

都道府県等は、精神障害者の視点を重視した支援を充実する観点や、  

精神障害者が自らの疾患や病状について正しく理解することを促す観点

から、当事者としての経験を持ち、障害者の相談に応じ適切なアドバイ

ス等を行うことができる「ピアサポート」が積極的に活用されるよう努

めるものとする。 

 

 カ）アドバイザー・都道府県等担当者合同会議 

   精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け、各都道府県等

の取組から得られる知見を共有することが重要と考えており、平成 29 年度

から「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業」の中で

同会議を開催している。 

   令和元年度においては、５月及び２月に開催したところである。 

   令和２年度も引き続き、同会議を開催することとしているので、精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるに当たり、積極的に参加

いただきたい。（令和２年春頃に第１回目を開催予定。） 

 

 

 キ）第５期障害福祉計画 

   平成 30 年度から令和２年度までの３カ年の第５期障害福祉計画が最終年

度を迎えることとなる。同計画の成果目標の一つとして、「精神障害にも対

応した地域包括ケアシステムの構築」が盛り込まれており、令和２年度まで

に保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置すること等が目標となって

いる。令和２年度は、同計画の最終年度であることから、各都道府県等の目

標達成に向け、第７次医療計画、第７期介護保険事業（支援）計画との整合

性を図りながら精神保健医療福祉の基盤整備を進める取組を更に加速され

たい。 

なお、同計画の目標達成に向けて取り組むに際しては、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築推進事業（構築支援事業）等の予算事業を

積極的に活用していただきたい。 

 

 

ク）第７次医療計画 

   精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すため、令和２

年度末・令和７年の精神病床における入院需要（患者数）及び、地域移行に

伴う基盤整備量（利用者数）の目標を明確にした上で、障害福祉計画等と整

合性を図りながら基盤整備を推し進めることとしている。  

また、統合失調症、うつ病・躁うつ病、認知症、児童・思春期精神疾患、

依存症などの多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、
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「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を

踏まえ、多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担・連携を推進するとと

もに、患者本位の医療を実現していけるよう、各医療機関の医療機能を明確

化することとしている。 

各都道府県等におかれては、協議の場を通じて、地域の実情を勘案し、患

者本位の医療を実現していけるよう、各医療機関の医療機能の明確化に努め

られたい。 

 

ケ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会  

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの理念を掲げてから数年が  

経過し、全国の自治体や関係団体等と意見交換等をする中で、精神障害にも 

対応した地域包括ケアシステムの構築における課題として、主に以下のよう 

な事項があることが考えられることから、改めて具体的な整理を行うことが 

必要である。 

 

 〔課題例〕 

  ・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める上での  

実施主体（責任主体）の明確化 

  ・市町村、都道府県、保健所、精神保健福祉センターの担うべき役割の  

明確化 

    ・圏域内及び圏域間の連携体制の構築の具体化  

  ・保健、医療、福祉間の連携体制の構築  

  ・住まいの確保、社会参加、就労といった課題への取組内容 

 

こうした状況を踏まえ、現場の関係者や有識者、当事者・家族等からなる  

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会」を開催  

し、課題となっている事項等について、各種施策への反映を念頭において議  

論することとしている。 

 

 〔検討会の概要〕 

   実施時期：令和２年３月頃～令和３年３月頃  

   開催回数：約８回程度（１～２月に１回程度）  

   構 成 員：医療関係者、福祉関係者、行政関係者、学識経験者、当  

事者・家族 等 
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包
括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神
障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機
関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。

４つのコンテンツからなる地図情報を利用した、精神保健医療福祉上の情報を統合したWeb上のデータベース

４つのコンテンツ

１．多様な精神疾患の指標（医療計画） ２．入院者の状況

３．地域包括ケアのための資源の状況
（障害福祉・訪問看護）

４．各社会資源のマッピング
（医療機関・障害福祉・訪問看護）
（主に日本医師会地域医療情報

システム、 WAMNET 及び630

調査で把握）

精神疾患の医療体制についての指標を表示

① 都道府県別；指標毎に、
全国平均と比べた4分位で
表示（例；鹿児島県）

② 二次医療圏別；指標毎
に、全国平均と比べた８分
位で表示（例；鹿児島県）

⑤区市町村別；障害福祉サービス

事業所と訪問看護ステーションの

設置数（人口10万対・実数）を、

全国平均と比べた８分位で表示

（例；東京都）

⑥区市町村別；精神科医療機
関、障害福祉サービス事業所
と訪問看護ステーションの位
置を表示（例；奈良県）

令和元年度厚生労働科学研究 『医療計画、障害福祉計画の効果的なモニタリング体制の構築のための研究』（研究代表者NCNP 山之内 芳雄：研究分担者 東洋大学吉田 光爾）

ReMHRAD(リムラッド);地域精神保健医療福祉資源分析データベース
Regional Mental Health Resources Analyzing Database

精神病床の入院者の状況を入院期間毎に表示
①

②

③自区市町村の医療機関
に入院している患者は、
どこの住民か。（例；八
王子市）

④自区市町村に住所があ
る患者は、どの区市町村
の医療機関に入院してい
るか。（例；江東区）

③

⑤ ⑥

④

（主にWAMNETと630調査で把握）

（主にNDBで把握） （主に630調査で把握）
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について

○ 精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるようにするためには、精神科医療機関や地
域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を含めた地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、
地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会を構築していく必
要がある。

○ このため、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を目指すこととしている。

○ 具体的には、

① 保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村な
どとの重層的な連携による支援体制を構築するとともに、

② 地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備することによって、地域生活が可能であることから、地域における基盤整
備量（利用者数）を明確にした上で、医療計画、障害福祉計画、介護保険事業（支援）計画に基づき基盤整備を推し進め
ることとしている。

○ 平成30年度から開始された障害福祉計画、医療計画、介護保険事業（支援）計画に基づき、地域の精神保健医療福祉体
制の基盤整備を計画的に推し進められるように、令和２年度においては、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築推進（構築支援）事業」などの活用により、保健・医療・福祉の一体的な取組を効果的に実施されたい。（令和２年度か
ら構築推進事業の事業メニューに「構築推進サポーター事業」及び「精神医療相談事業」を追加。）

※平成２９年度～令和元年度実績

【令和元年度 構築推進事業 申請自治体数 ７５】 【令和元年度 構築支援事業 参加自治体数 ２０】

平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

都道府県： ９ → ２６ → ３３ 都道府県： ９ → １１ →   １０

指定都市： ４ → １２ →   １６ 指定都市： ４ → ５ →  ７

特 別 区： － → ６ → １０ 特 別 区： ０ → ２ →  ３

保健所設置市： － → ５ → １６

※保健所設置市及び特別区については、平成30年度より実施主体に追加

バックアップ

国（アドバイザー組織）

バックアップ

構築支援事業 実施 都道府県・指定都市等

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
に関わる保健・医療・福祉の

一体的取組

◆ 個別相談・支援（電話、メール）、現地での技術的助言、都道府県等研修への協力 等

地域援助事業者
（指定一般・

特定相談支援事業
者）

保健所

① 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（地域生活支援促進事業）
令和２年度予算案 ：５３２，７３３千円（令和元年度予算額：５３２，７３３千円）

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
令和２年度予算案 ： ４０，８２１千円（令和元年度予算額： ４０，５７９千円）

①…障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病院等の医療機関、地域援助事業者、自治体担当部局等の関
係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。

＜実施主体＞ 都道府県・指定都市・特別区・保健所設置市

②… ◆国において、地域包括ケアシステムの構築の推進に実践経験のあるアドバイザー（広域・都道府県等密着）から構成される組織を設置する。
◆都道府県・指定都市・特別区は、広域アドバイザーのアドバイスを受けながら、都道府県等密着アドバイザーと連携し、モデル障害保健福祉圏

域等 （障害保健福祉圏域・保健所設置市）における、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進する。
◆関係者間で情報やノウハウの共有化を図るため、ポータルサイトの設置等を行う。

＜参加主体＞ 都道府県・指定都市・特別区

※ ①及び②の事業はそれぞれ単独で実施することも可能

モデル障害保健福祉圏域

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築推進事業（事業①）

広域アドバイザー 都道府県等密着アドバイザー

市町村
精神科医療機

関

国（構築支援事業事務局）
全国会議の企画・実施、シンポジウムの開催、アドバイザー（広域・密着AD）合同研修
会の開催、地域包括ケアシステム構築に係る手引の作成、地域包括ケアシステム構築状況
の評価 等

【事業内容】（１は必須）
１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置
２．普及啓発に係る事業
３．精神障害者の家族支援に係る事業
４．精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
５．ピアサポートの活用に係る事業
６．アウトリーチ支援に係る事業
７．措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等

の継続支援に係る事業
８．精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係

る事業
９．入院中の精神障害者の地域移行に係る事業
10．包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業
11. 構築推進サポーター事業（新）
12. 精神医療相談事業

※精神科救急医療体制整備事業からの組み替え
13.その他、包括ケアシステムの構築に資する事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
構築支援事業（事業②）

※
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【サイトＵＲＬ】

http://mhlw-houkatsucare-ikou.jp/

年２回 開催予定
＜参加者＞
・参加都道府県等担当者
・広域ＡＤ
・都道府県等密着ＡＤ
・厚生労働省担当者
・事務局担当者

④ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業「手引き」の策定

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、アドバイザーの派遣のほか、関係者間で情報やノウハウの共有化
を図るため、➀ポータルサイトの開設 ②地域包括ケアNEWSの発行 ③合同会議の開催 ④手引きの策定を行う。

➀ポータルサイトの開設 ②ニュースの発行 ③合同会議の開催

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業

情報・ノウハウの共有化

※➀・②・④については、
当該事業に参加していない自治体の
方も閲覧可能。

合同会議は、
当該事業に参加していない自治体の
方も傍聴可能。

住宅

多職種・多機関連携による地域連携体制整備事業

基幹的な医療機関を中心とした多職種・多機関連携を図り、地域での医療支援連携体制整備及び住宅確保支援連携体制整備を
試行的に実施することにより、精神障害者が生活を送る上で必要となる支援内容等の明確化を図るための事業を実施

【令和２年度予算案 68,358千円】

基幹的医療機関を中心とした医療支援連携体制の整備

住宅確保支援体制の整備

・ニーズアセスメント
・支援計画の作成
・モニタリングと評価
・健康相談
・精神科医療機関における多職種チームの

編成
・多機関支援ネットワーク構築のための関係

機関との調整
・精神科以外の医療機関との連携体制の構築

等

住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅等における精神
障害者の入居を拒まない専用住宅
（家賃低廉化補助等）等への入居

連携支援
コーディネーター
（医療）（仮称）

ピアサポーター

基幹的な役割を果たす
精神科医療機関

緊急時の受け入れ・対応

・短期間の利用が可能な地域資源
・地域生活支援拠点等

GH

地域の一員として
自分らしい暮らしの実現

多職種・多機関連携

GHを通過型として活用し、
住宅への入居を支援する

連携支援
コーディネーター
（福祉）（仮称）

障害福祉
サービス事業所 相談支援事業所

訪問看護
ステーション

医療機関

（精神科、その他
の診療科）

相談支援
専門員
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３ 精神科救急医療体制の整備について 

 

   精神科救急医療体制整備事業については、平成 20年５月26日付け障発第

0526001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙「精神科救

急医療体制整備事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）により実施し

ているところであり、平成31年3月18日付け障発0318第1号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知により実施要綱の一部改正をお知らせした。 

   本一部改正では、精神科救急医療施設や都道府県等の事務負担の軽減を目

的として、各都道府県、指定都市が毎年度、厚生労働省に報告することとし

ている精神科救急医療体制の年報報告様式（別紙様式）等について、簡素化

を図るとともに、その記載マニュアルについても併せてお示しした。  

休日・夜間における精神障害者及び家族等からの相談に対応できるよう、

地域の実情に合わせて、精神保健福祉センター、精神科救急情報センター、

医療機関等に精神医療相談窓口の機能を設ける「精神医療相談事業」につい

ては、これまで精神科救急医療体制整備事業の中で実施してきたところであ

るが、令和２年度より、地域生活支援促進事業の「精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築推進事業」（以下「構築推進事業」という。）の事

業メニューに組み替えを行うこととしている。 

   構築推進事業の実施に当たっては、保健・医療・福祉関係者による協議の

場の設置が必須となっているところだが、構築推進事業の事業メニュー「精

神医療相談事業」のみを実施する場合にあっては、「精神科救急医療体制整

備事業実施要綱（平成 20 年５月 26 日付け障発第 0526001 号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部長通知の別紙）（以下「実施要綱」という。）の３

（１）に定める精神科救急医療体制連絡調整委員会等に代えることができる

よう配慮したい。 

また、実施要綱の４に定める報告様式については、新たに連絡調整委員会

運営事業年報として様式８を追加するとともに、様式２（圏域別月報）につ

いても、様式４～８とともに、厚生労働省あて報告いただくこととする。 

各都道府県、指定都市におかれては、本事業を通して、緊急な医療を必要

とする全ての精神障害者等が、迅速かつ適正な医療を受けられるよう、精神

科救急医療体制の確保に引き続き努めていただきたい。 
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精 神 科 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業

一般救急の
情報センター

一般救急
医療圏域

・緊急対応が必要な患者を重症度に応じた受入先調整
・救急医療機関の情報集約・調整、かかりつけ医の事前登録

連
携

一般救急
医療圏域

24時間精神
医療相談窓口

外来対応施設

A精神科救急圏域
（常時対応型で対応）

B精神科救急圏域
（病院群輪番型で対応）

精神科救急医療体制連絡調整委員会
・関係機関間の連携・調整を図る

身体合併症対
応施設

各精神科救急医療施設・身体合併症対応施設の連携により24時間365日対応できる体制を確保

常時対応型
精神科救急医療施設

病院群輪番型
精神科救急医療施設

都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け
【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正（H24～）】

第４節 精神科救急医療の確保

第１９条の１１ 都道府県は、精神障害の救急医療が適切かつ効率的に提供されるように、夜間又は
休日において精神障害の医療を必要とする精神障害者又は家族等からの相談に応じること、精神障
害の救急医療を提供する医療施設相互間の連携を確保することその他の地域の実情に応じた体制の
整備を図るよう努めるものとする。

２ 都道府県知事は、前項の体制の整備に当たっては、精神科病院その他の精神障害の医療を提供
する施設の管理者、当該施設の指定医その他の関係者に対し、必要な協力を求めることができる。

【目的】 緊急な医療を必要とする精神障害者等のための
精神科救急医療体制を確保する（平成２０年度～）

【実施主体】 都道府県・指定都市
【補助率】 １／２
【主な事業内容】
○精神科救急医療体制連絡調整委員会等の設置
○精神科救急情報センターの設置
○精神科救急医療確保事業

精神科救急医療体制研修会
・精神科救急医療体制の運用ルールの周知。
・個別事例の検討、グループワーク等。

精神科救急情報センター

・相談対応

・適宜、医療機関
の紹介・受診指導

身体合併症のある救急患者に対応
より広い圏域をカバー

受入先調整

受
入
先

情
報

圏域毎の検討部会
・地域資源の把握、効果的連携体制の検討
・運用ルール等の策定、課題抽出

照
会

※１時間以内に医師・看護師のオンコール対
応が可能な病院を含む

※１時間以内に医師・看護師のオンコール対
応が可能な病院を含む

令和元年度予算額 令和２年度予算案
１７億円 → １７億円

精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの構築推
進事業の事業メニューの中
で実施
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４ 精神保健指定医制度の見直しについて 

 

 精神保健指定医（以下「指定医」という。）の指定等のあり方については、

平成 28 年より開催された「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検

討会」において、具体的な検討を進めることとされたところ、今般、指定医の

資格の不正取得の再発防止と指定医としての資質確保の観点から、以下のとお

り制度の見直しを行い、令和元年７月以降の申請分より運用を開始した。 

 

（見直しの概要） 

○ 口頭試問の導入 

・ ケースレポートの審査に加えて口頭試問を実施。  

○ ケースレポートの見直し 

・ 指定医の職務である措置入院、医療保護入院の症例を必須化。  

・ ３年以上の精神科実務経験期間中の偏りない症例経験を求める。  

・ 精神障害の分野と症例数を見直し（６分野８症例→５分野５症例）。  

○ 指導医の要件等の見直し 

・ 更新研修を受けていることを指導医の要件に追加。 

また、指導医の役割に関する記載を充実。  

 

各都道府県・指定都市においては、引き続き制度の適切な運用に努めるとと

もに、精神保健指定医等関係者に対しても周知徹底をお願いする。  

制度の見直しに関する告示、通知等については、厚生労働省のホームページ

に、順次、掲載しているので確認いただきたい。  

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/seishinhokenshit

eii.html 
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○ 平成28年より開催された「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」において、
精神保健指定医（以下「指定医」という。）の指定等のあり方について具体的な検討を進めるこ
ととされたところ、指定医の資格の不正取得の再発防止と資質確保の観点から、以下の対応
を実施する。
※適用期日：令和元年（2019年）７月１日

○ 各都道府県・指定都市におかれては、制度の適切な運用に努められるとともに、精神保健
指定医等関係者に対しても周知徹底をお願いする。

○ なお、制度の見直しに関する告示、通知等については、厚生労働省のホームページに、順
次、掲載しているので確認いただきたい。

URL： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/seishinhokenshiteii.html

精神保健指定医制度の見直しについて

＜口頭試問の導入＞
・ ケースレポートの審査に加えて口頭試問を実施

＜ケースレポートの見直し＞
・ 指定医の職務である措置入院、医療保護入院の症例を必須化
・ ３年以上の精神科実務経験期間中の偏りない症例経験を求める
・ 精神障害の分野と症例数を見直し（６分野８症例→５分野５症例）

＜指導医の要件等の見直し＞
・ 更新研修を受けていることを指導医の要件に追加。また、指導医の役割に関する記載

を充実

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第十八条第一項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が定める精神障害及び程度
の一部を改正する件について（概要）

１．改正の趣旨
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」という。）第18条第１項の規定により、精神保

健指定医（以下「指定医」という。）の指定を受けようとする者は、同項第３号に規定する厚生労働大臣が定める精神障害につき
厚生労働大臣が定める程度の診断又は治療に従事した経験（以下「経験」という。）を有することが必要であるとされている。

○ 近年の精神医療の現状を踏まえ、また、指定医の資質確保の観点から、当該精神障害及び程度について見直しを行うもの。

２．改正の内容
(1) 法第18条第１項３号に規定する「精神障害及び程度」を、医療現場で定着している国際疾病分類第10版に準ずる分類に見直

すとともに、各項目につき１例以上とする。（次ページ参照）
(2) 指定医の指定の要件として求めている経験について、

① 指定医の判断による非自発的入院に関する経験を積むよう、措置入院者又は医療保護入院者に係る経験に限ることとし、
各経験についていずれも１例以上含むこととする。

② 非自発的入院の必要性の判定に関する経験を積むよう、医療保護入院者の入院時から担当し、かつ、入院時の指定医の診
察に立ち会った経験を１例以上含むこととする。

③ 精神科実務経験期間中に偏りなく経験を積むよう、申請前１年以内の経験を１例以上、申請をした日の１年前の日より前か
つ申請前７年以内の経験を２例以上含むこととする。ただし、申請前１年以内の経験については、やむを得ない理由により申
請前１年以内に診療又は治療に従事できない期間があると認められる場合は、この限りでない。

④ 児童に係る症例に対する診断又は治療を経験するよう、18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者に係る経
験を１例以上含むことが望ましいこととする。

⑤ 地域移行の取組を評価する観点から、非自発的入院から任意入院へ切り替えた症例及び退院後支援を行った外来症例に
関する経験をそれぞれ１例以上含むことが望ましいこととする。

(3) その他所要の改正を行う。

３．根拠条文
法第18条第１項第３号

４．適用期日
適用期日：令和元年（2019）７月１日

※ 令和４年（2022）６月30日までに指定の申請をした者に係る(2)①（措置入院者に係る部分に限る。）から③（申請前７年以内の
経験の部分を除く。）の要件については、満たすことが望ましいものとして取り扱う。

告示改正の概要
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見直し前 見直し後

統合失調症圏、躁うつ病圏、中毒性精神障害（依存症に係るものに限る。）、
児童・思春期精神障害、症状性若しくは器質性精神障害（老年期認知症を除く
。）又は老年期認知症のいずれか

症状性を含む器質性精神障害

統合失調症圏 精神作用物質使用による精神及び行動の障害（依存症に係るものに限る。）

躁うつ病圏 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

中毒性精神障害（依存症に係るものに限る。） 気分（感情）障害

児童・思春期精神障害

次の各号に掲げる精神障害のうちいずれか
一 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害
二 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群
三 成人の人格及び行動の障害
四 知的障害（精神遅滞）
五 心理的発達の障害
六 小児（児童）期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害

症状性又は器質性精神障害（老年期認知症を除く。） （削る）

老年期認知症 （削る）

【見直し後】

5分野 5症例
措置入院
1例以上

医療保護入院
１例以上

Ｆ０（老年期認知症、症状性
又は器質性精神障害等）
1例以上

◯ ◯

Ｆ１（中毒性精神障害等）
1例以上

◯ ◯

Ｆ２（統合失調症等）
1例以上

◯ ◯

Ｆ３（躁うつ病等）
1例以上

◯ ◯

Ｆ４～９
1例以上

◯ ◯

５症例【見直し前】

6分野 8症例
医療観察法
による入院

措置
入院

医療保
護入院

任意
入院

統合失調症圏 2例以上 ◯ ◯ ◯

躁うつ病圏 1例以上 ◯ ◯ ◯

中毒性精神障害
1例以上

◯ ◯ ◯

児童・思春期精神障害
1例以上

◯ ◯ ◯ ◯

症状性又は器質性精
神障害 1例以上

◯ ◯ ◯

老年期認知症
1例以上

◯ ◯ ◯

上記のいずれかの症
例 1例以上

◯ ◯

事務取扱要領改正の概要

精神保健指定医の新規申請等に係る事務取扱要領の制定について（概要）

１．制定の趣旨
○ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」という。）第18条第１項の規定による精神保

健指定医（以下「指定医」という。）の新規の指定に係る事務の取扱いについては、「精神保健指定医の新規申請等に係る事
務取扱要領について」（精神・障害保健課長通知平成22年２月８日付け障精発0208第２号）により定めているところである。

○ 指定申請に当たっては、診断又は治療に従事した経験を有することを証するためにケースレポートの提出を定めているが、
自ら診断、治療に十分に関与していない患者についてケースレポートを提出された事案があった。

○ 指定医の資格の不正取得の再発防止及び指定医としての必要な資質を備えるために必要な経験の確認を適切に行えるよ
う、現行の通知の内容を見直し、障害保健福祉部長通知として新たに制定し直すもの。

２．見直しの内容
① 指定医の指定に当たり、一定の場合には、ケースレポートの審査に加えて口頭試問を実施し、指定医として必要とされる法

的、医学的知識及び技能を有しているかについて確認することとする。
② ケースレポートの対象となる症例について、退院後支援を行った外来症例についてケースレポートを作成する場合は、外来

治療の期間がおおむね１ヶ月以上であることが望ましいとする。
③ 申請者の指導を行う指導医について、更新研修を受けていることを要件に追加することとする。また、申請者のケースレポー

ト作成指導に当たり、指導医が証明する内容をより明確にすることとする。
④ ケースレポートは、医療現場で定着している国際疾病分類第10版に基づき作成することとする。また、ケースレポートの様式

を見直し、関係法規に定める手続への対応について本文と別の記載欄を設け、本文では「入院時の状況」や「入院後経過」な
ど、指定医として必要とされる法的、医学的知識及び技術を評価できる内容を記載することとする。

⑤ その他所要の改正を行う。

３．適用期日
適用期日：令和元（2019）年７月１日

※ ただし、③の適用については、指定の申請をした者が令和７（2025）年７月以降に担当を開始した症例の指導医に限る。
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〇 ケースレポートの見直し（分野・症例数、様式等）は、2019年７月以降の申請分から適用。
〇 口頭試問は、2019年７月以降の申請分の審査から実施。新評価基準で対応。
○ 指導医の要件追加は、2025年７月から適用（2025年７月以降から担当した症例をケースレポートで提出する

場合に新要件を満たす指導医による指導が行われていることを求める。）

今後のスケジュール

年 2018 2019 2020 2021

月 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６

施行

７月～12月の
申請分

（12月〆切）

口
頭
試
問

（
数
日
の
期
間
を
予
定
）

指
定
の
可
否
の
通
知

書
面
審
査

１月～６月
の申請分

（６月〆切）

【従来どおり】

※ それぞれの日程は目途であり、変更となる可能性があることにご留意ください
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５ 障害支援区分の認定について  

 

（１）障害支援区分の適切な認定の推進について 

障害支援区分については、社会保障審議会障害者部会等において、審査判定

実績の地域差が見られるため、その要因を分析し、必要な改善策を検討すべき

等の指摘があったことを受け、国において制度の運用における実態・課題を把

握するための調査研究を実施しているところであるが、認定調査の記載にばら

つきがある、市町村審査会において運用上適切でない根拠に基づき区分変更を

行う等の実態がなお見られる。 

令和 2 年度は、障害支援区分制度の適正化を図るため、全国の市町村等を対

象にしたアンケート調査をし、課題等の要因分析及び検証を行う予定である。 

また、障害支援区分の適切な運営のためには、制度の趣旨や障害への理解を

深めた上で、法令等の規定に従って認定調査及び審査判定を行うことが重要で

ある。 

管内市区町村に対し、法令の規定や制度の趣旨・運用についてあらためて周

知し、認定事務を遺漏なく実施できる体制の整備を徹底いただくとともに、都

道府県研修会への積極的な参加を呼びかけ、認定調査員及び市町村審査会委員

の理解促進に努めるようお願いしたい。  

令和 2 年度も引き続き、都道府県担当者等を対象にした全国会議を実施する

予定である。日時等が決定次第、事務連絡でお示しする。  

 

（２）障害福祉関係データベース（仮称）構築について 

  令和 2 年度以降、障害支援区分認定データと障害給付等明細書データを連結

したデータベースを構築していく予定である。 
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１．全体（身体障害・知的障害・精神障害・難病）

障害支援区分の審査判定実績（平成29年10月～平成30年9月※速報値）

　　　　　二次判定

一次判定 変更件数 変更率 変更件数 変更率

非該当 32 18 9 5 2 1 1 68 36 52.9% － －

区分１ 3 4,891 621 41 3 0 0 5,559 665 12.0% 3 0.1%

区分２ 5 120 46,622 4,174 122 5 1 51,049 4,302 8.4% 125 0.2%

区分３ 1 7 368 49,034 3,556 79 3 53,048 3,638 6.9% 376 0.7%

区分４ 2 1 18 377 42,899 3,392 87 46,776 3,479 7.4% 398 0.9%

区分５ 1 0 0 6 243 34,359 3,936 38,545 3,936 10.2% 250 0.6%

区分６ 0 0 1 9 21 270 56,959 57,260 － － 301 0.5%

件数 44 5,037 47,639 53,646 46,846 38,106 60,987 252,305

割合（％） 0.0% 2.0% 18.9% 21.3% 18.6% 15.1% 24.2% 100.0%
16,056 6.4% 1,453 0.6%

区分６ 合計件数
上位区分 下位区分

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５

（参考）二次判定結果の実績

変更件数 変更率 変更件数 変更率

件数 44 5,483 49,621 56,510 49,660 40,359 69,049 270,726 －
割合 0.0% 2.0% 18.3% 20.9% 18.3% 14.9% 25.5% － 100.0%

件数 47 5,436 45,448 48,993 42,851 35,819 53,253 231,847 －
割合 0.0% 2.3% 19.6% 21.1% 18.5% 15.4% 23.0% － 100.0%

件数 71 6,163 46,914 53,224 46,478 37,538 59,479 249,867 －
割合 0.0% 2.5% 18.8% 21.3% 18.6% 15.0% 23.8% － 100.0%

件数 62 6,078 44,929 51,651 45,554 37,535 63,658 249,467 －
割合 0.0% 2.4% 18.0% 20.7% 18.3% 15.0% 25.5% － 100.0%

件数 18 1,896 14,287 15,884 13,973 11,508 16,908 74,474 －
割合 0.0% 2.5% 19.2% 21.3% 18.8% 15.5% 22.7% － 100.0%

7,839 10.5% 743 1.0%
支援
区分

H26.4～
H26.9

支援
区分

H26.10～
H27.9

23,361 9.4% 2,066 0.8%

支援
区分

H27.10～
H28.9

21,391 8.6% 2,075 0.8%

支援
区分

H28.10～
H29.9

18,283 7.9% 1,624 0.7%

割合
上位区分 下位区分

支援
区分

H29.10～
H30.9

18,330 6.8% 1,614 0.6%

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数非該当 区分１

※データは現在精査中のため今後修正があり得ます。以下全て同様です。

２．身体障害

３．知的障害

（参考）二次判定結果の実績

変更件数 変更率 変更件数 変更率

件数 16 1,662 8,657 17,921 13,749 14,732 44,701 101,438 －
割合 0.0% 1.6% 8.5% 17.7% 13.6% 14.5% 44.1% － 100.0%

件数 22 1,629 8,424 15,765 12,078 12,568 30,178 80,664 －
割合 0.0% 2.0% 10.4% 19.5% 15.0% 15.6% 37.4% － 100.0%

件数 29 1,939 9,588 17,391 13,242 14,179 38,007 94,375 －
割合 0.0% 2.1% 10.2% 18.4% 14.0% 15.0% 40.3% － 100.0%

件数 38 2,012 9,918 17,479 12,871 13,993 42,269 98,580 －
割合 0.0% 2.0% 10.1% 17.7% 13.1% 14.2% 42.9% － 100.0%

支援
区分

H26.10～
H27.9

5,624 5.7% 826 0.8%

支援
区分

H27.10～
H28.9

5,054 5.4% 785 0.8%

支援
区分

H28.10～
H29.9

3,933 4.9% 622 0.8%

割合
上位区分 下位区分

支援
区分

H29.10～
H30.9

3,958 3.9% 629 0.6%

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数非該当 区分１

　　　　　　二次判定

一次判定 変更件数 変更率 変更件数 変更率

非該当 17 4 3 1 0 0 1 26 9 34.6% － －
区分１ 1 1,473 174 11 1 0 0 1,660 186 11.2% 1 0.1%
区分２ 1 25 7,555 561 8 0 1 8,151 570 7.0% 26 0.3%
区分３ 0 3 124 15,188 1,019 30 0 16,364 1,049 6.4% 127 0.8%
区分４ 2 1 9 91 11,698 619 15 12,435 634 5.1% 103 0.8%
区分５ 1 0 0 1 79 13,033 967 14,081 967 6.9% 81 0.6%
区分６ 0 0 1 4 5 124 36,719 36,853 － － 134 0.4%
件数 22 1,506 7,866 15,857 12,810 13,806 37,703 89,570

割合（％） 0.0% 1.7% 8.8% 17.7% 14.3% 15.4% 42.1% 100.0%
3,415 3.8% 472 0.5%

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分 下位区分

　　　　　二次判定
一次判定 変更件数 変更率 変更件数 変更率

非該当 4 5 1 3 1 1 0 15 11 73.3% － －
区分１ 0 1,852 199 14 1 0 0 2,066 214 10.4% 0 0.0%
区分２ 1 47 14,972 1,297 41 3 1 16,362 1,342 8.2% 48 0.3%
区分３ 1 3 152 21,364 1,873 40 2 23,435 1,915 8.2% 156 0.7%
区分４ 0 0 7 240 28,975 2,810 71 32,103 2,881 9.0% 247 0.8%
区分５ 0 0 0 4 169 25,000 3,511 28,684 3,511 12.2% 173 0.6%
区分６ 0 0 0 3 11 185 37,744 37,943 － － 199 0.5%
件数 6 1,907 15,331 22,925 31,071 28,039 41,329 140,608

割合（％） 0.0% 1.4% 10.9% 16.3% 22.1% 19.9% 29.4% 100.0%
9,874 7.0% 823 0.6%

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分 下位区分

（参考）二次判定結果の実績

変更件数 変更率 変更件数 変更率
件数 7 1,997 16,040 24,061 33,312 29,763 47,004 152,184 －
割合 0.0% 1.3% 10.5% 15.8% 21.9% 19.6% 30.9% － 100.0%

件数 5 1,927 14,085 20,061 28,136 26,420 36,186 126,820 －
割合 0.0% 1.5% 11.1% 15.8% 22.2% 20.8% 28.5% － 100.0%

件数 11 2,215 15,598 23,290 31,381 27,439 39,197 139,131 －
割合 0.0% 1.6% 11.2% 16.7% 22.6% 19.7% 28.2% － 100.0%

件数 6 2,132 14,830 22,350 31,003 27,537 42,327 140,185 －
割合 0.0% 1.5% 10.6% 15.9% 22.1% 19.6% 30.2% － 100.0%

支援
区分

H26.10～
H27.9

13,649 9.7% 1,109 0.8%

支援
区分

H27.10～
H28.9

12,573 9.0% 1,176 0.8%

支援
区分

H28.10～
H29.9

11,004 8.7% 819 0.6%

割合
上位区分 下位区分

支援
区分

H29.10～
H30.9

11,319 7.4% 848 0.6%

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数非該当 区分１
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４．精神障害

５．難病

　　　　　二次判定
一次判定 変更件数 変更率 変更件数 変更率

非該当 10 11 5 1 1 0 0 28 18 64.3% － －
区分１ 2 1,734 277 20 1 0 0 2,034 298 14.7% 2 0.1%
区分２ 3 54 26,983 2,678 85 2 0 29,805 2,765 9.3% 57 0.2%
区分３ 0 1 116 17,060 1,135 25 0 18,337 1,160 6.3% 117 0.6%
区分４ 0 0 2 72 7,809 431 13 8,327 444 5.3% 74 0.9%
区分５ 0 0 0 3 30 2,478 154 2,665 154 5.8% 33 1.2%
区分６ 0 0 0 4 7 15 1,919 1,945 － － 26 1.3%
件数 15 1,800 27,383 19,838 9,068 2,951 2,086 63,141

割合（％） 0.0% 2.9% 43.4% 31.4% 14.4% 4.7% 3.3% 100.0%
4,839 7.7% 309 0.5%

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分 下位区分

（参考）二次判定結果の実績

変更件数 変更率 変更件数 変更率
件数 19 2,017 27,910 19,621 9,063 2,825 2,099 63,554 －
割合 0.0% 3.2% 43.9% 30.9% 14.3% 4.4% 3.3% － 100.0%

件数 19 2,098 25,692 17,668 8,195 2,578 1,861 58,111 －
割合 0.0% 3.6% 44.2% 30.4% 14.1% 4.4% 3.2% － 100.0%

件数 29 2,205 24,605 17,385 7,960 2,478 1,627 56,299 －
割合 0.1% 3.9% 43.7% 30.9% 14.1% 4.4% 2.9% － 100.0%

件数 23 2,179 22,752 16,305 7,355 2,375 1,669 52,658 －
割合 0.0% 4.1% 43.2% 31.0% 14.0% 4.5% 3.2% － 100.0%

支援
区分

H26.10～
H27.9

7,058 12.6% 338 0.6%

支援
区分

H27.10～
H28.9

6,562 11.7% 392 0.7%

支援
区分

H28.10～
H29.9

5,682 9.8% 337 0.6%

割合
上位区分 下位区分

支援
区分

H29.10～
H30.9

5,465 8.8% 323 0.5%

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数非該当 区分１

　　　　　二次判定
一次判定 変更件数 変更率 変更件数 変更率

非該当 3 2 0 0 0 0 0 5 2 40.0% － －
区分１ 0 115 13 0 0 0 0 128 13 10.2% 0 0.0%
区分２ 0 1 542 47 2 0 0 592 49 8.3% 1 0.2%
区分３ 0 0 6 930 84 2 1 1,023 87 8.5% 6 0.6%
区分４ 0 0 1 6 695 46 0 748 46 6.1% 7 0.9%
区分５ 0 0 0 0 6 616 42 664 42 6.3% 6 0.9%
区分６ 0 0 0 1 0 4 1,394 1,399 － － 5 0.4%
件数 3 118 562 984 787 668 1,437 4,559

割合（％） 0.1% 2.6% 12.3% 21.6% 17.3% 14.7% 31.5% 100.0%
239 5.2% 25 0.5%

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数
上位区分 下位区分

（参考）二次判定結果の実績

変更件数 変更率 変更件数 変更率
件数 3 112 493 961 741 590 1,405 4,305 －
割合 0.1% 2.6% 11.5% 22.3% 17.2% 13.7% 32.6% － 100.0%

件数 1 106 475 753 534 432 958 3,259 －
割合 0.0% 3.3% 14.6% 23.1% 16.4% 13.3% 29.4% － 100.0%

件数 3 101 435 702 465 387 933 3,026 －
割合 0.1% 3.3% 14.4% 23.2% 15.4% 12.8% 30.8% － 100.0%

件数 0 70 320 563 317 246 534 2,050 －
割合 0.0% 3.4% 15.6% 27.5% 15.5% 12.0% 26.0% － 100.0%

支援
区分

H26.10～
H27.9

171 8.3% 21 1.0%

支援
区分

H27.10～
H28.9

221 7.3% 28 0.9%

支援
区分

H28.10～
H29.9

210 6.4% 19 0.6%

割合
上位区分 下位区分

支援
区分

H29.10～
H30.9

244 5.7% 20 0.5%

区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計件数非該当 区分１

全体（身体障害・知的障害・精神障害・難病）

都道府県別 上位区分変更率（二次判定での引き上げ率）

支援平均 程度平均
6.4% 34.5%

支援平均 程度平均
6.4% 34.5%

支援平均 程度平均
6.4% 34.5%
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50.6 

28.8 

28.6 

0.0 40.0 80.0

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

6.0 

5.5 

13.2 

3.4 

2.7 

11.1 

11.0 

2.8 

5.5 

3.5 

2.7 

3.3 

5.7 

6.6 

4.4 

27.3 

42.1 

43.3 

24.4 

24.6 

57.3 

51.7 

17.1 

34.5 

24.2 

32.4 

34.8 

42.7 

30.7 

23.0 

0.0 40.0 80.0

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

0.0 

4.8 

0.0 

3.7 

0.0 

2.7 

7.1 

5.9 

3.3 

1.6 

1.3 

3.6 

1.0 

6.7 

1.8 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

33.3 

25.0 

0.0 

40.0 

0.0 

0.0 

50.0 

0.0 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 40.0 80.0

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

支援平均
（H30.10
～R1.9）

程度平均
（H25.10
～H26.6）
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６ 指定自立支援医療に係る負担上限月額の算定方法の見直しについて 

（障害者総合支援法施行令第 35条関係） 

 

【現行制度】 

 指定自立支援医療負担上限月額の算定については、当該支給認定障害者等が

市町村民税非課税者である場合、当該支給認定障害者等に係る指定自立支援医

療のあった月の属する年の前年（指定自立支援医療のあった月が１月から６月

までの場合は、前々年とする。）の①公的年金等の収入金額、②合計所得金額及

び③厚生労働省令で定める給付を合計した額が 80万円以下であれば 2,500円と

なり、80万円を超えれば 5,000円となる。 

合計所得金額の一部を構成する雑所得は、その一部を公的年金等の所得で構

成しており、負担上限月額の算定をする際に、公的年金等の収入金額の一部（公

的年金等の所得）が二重計上されて、収入を過大評価することとなる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改正内容】 

公的年金等の支給を受ける者について、合計所得金額から公的年金等の所得

を控除する。令和２年７月１日施行。 

改正政令の施行に向けた対応については、「肢体不自由児通所医療及び障害児

入所医療並びに指定自立支援医療、指定療養介護医療及び基準療養介護医療に

係る支給決定事務等について」（令和２年２月 19 日付事務連絡）でお示しして

いるところであり、各市町村におかれては、施行日から改正政令による改正後の

所得の計算方法により算定した負担上限月額に変更されるよう、適切な運用を

お願いする。 

①公的年金等の収入金額 ③厚生労働省令で 

定める給付 

雑所得 

公的年金等の収入金額から
公的年金等控除額を控除し
た残額（＝雑所得の一部） 

②合計所得金額 

①、②及び③を合計した額が 80万円以下か否かにより負担上限月額が変わる。 
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７ 心神喪失者等医療観察法の地域連携等について 

 

 「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律」（以下「法」という。）は、平成 15 年７月に公布、平成 17 年７月に施行

され、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った法対象者に対して、適切な

医療を提供し、社会復帰の促進を図っているところである。  

 

（１）指定入院医療機関の現状  

法に基づく指定入院医療機関の整備については、全国で予備病床を含め

800 床程度を目標として整備を進めてきており、これまでに 33 箇所 833 床の

整備が行われたところである。 

今後も必要に応じて、整備の要請を行っていくこととしているので、ご協

力をお願いする。 

 

（２）地域処遇の円滑な実施のための取組促進等  

「地域社会における処遇のガイドライン」（平成 17 年７月 14 日障精発第

0714003 号）及び精神保健福祉法第 4 条 2 項に基づき、処遇終了した対象者

については、地域の資源を有効に活用しつつ、各自治体による主体的な支援

をお願いしたい。 
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実刑判決

裁判所

検察官

（心神喪失等を理由）

不起訴

無罪等

地

方

裁

判

所

（審
判
）

一般の精神保健福祉

平成15年7月成立・公布、平成17年7月15日施行

（心神喪失等を認定）

医療観察法における入院医療及び通院

医療は厚生労働大臣が行う

刑務所

（制度は、法務省・厚生労働省共管）

鑑定入院は、精神科病院 で実施
（期間は2ヶ月が原則・最長3ヶ月）

心神喪失等で重大な他害行為を行った者に対して、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指導を行うことによって、

病状の改善及び同様の行為の再発防止を図り、その社会復帰を促進するよう、対象者の処遇を決定する手続等を定めるもの。

裁判官と精神保健審判員の合議制

精神保健参与員が必要な意見を述べる

逮捕・送検

起訴

重大な他害行為
①殺人 ②放火 ③強盗
④強制性交等 ⑤強制わいせつ
⑥傷害 ①～⑤は未遂を含む

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（医療観察法 ）の仕組み

検
察
官
に
よ
る
申
立
て

地

方

裁

判

所

（
審
判
）

退院決定

処遇終了

※主な処遇プロセスのみ記載

入
院
決
定

通
院
決
定

不
処
遇

鑑
定
入
院

病
院
管
理
者
申
立
て

処遇終了

指定入院医療機関
・入院医療の提供
・設置主体は、国、都道府県、
特定地方独立行政法人（公務員
型）に限定

・入院期間の上限は定められてい
ないが、ガイドラインで18ヶ月
程度を標準としている

指定通院医療機関

・精神保健観察

・入院によらない医療を提供
・基準を満たせば設置主体は民
間でも可

・通院は原則３年（必要があれ
ば２年まで延長可） 保護観察所

保護観察所長申立て

地方裁判所(審判)

指定

やまと精神医療センター

東京都立松沢病院

鹿児島県立姶良病院

小諸高原病院

国関係：487床
都道府県関係：346床
合 計：833床

指定入院医療機関の整備状況 (R2.1.1現在)

岡山県精神科医療センター

長崎県精神医療センター

静岡県立こころの医療センター

下総精神医療センター

久里浜医療センター

花巻病院

山梨県立北病院

さいがた医療センター

北陸病院

賀茂精神医療センター

東尾張病院

肥前精神医療センター

琉球病院

菊池病院

大阪府立精神医療センター
群馬県立精神医療センター

国立精神・神経医療研究センター病院

神奈川県立精神医療センター

長野県立こころの医療
センター駒ヶ根

鳥取医療センター

榊原病院
山口県立こころの
医療センター

茨城県立こころの医療センター

埼玉県立精神医療センター

滋賀県立精神医療センター

愛知県精神医療センター

山形県立こころの医療センター

栃木県立岡本台病院

島根県立こころの医療センター

27



指定入院医療機関の専用病棟における入院による医療の提供

医療観察法に基づく入院から社会復帰の流れ

入
院
決
定

退
院
決
定

都道府県

保健所・精神保
健福祉センター

市町村

障害保健福祉
担当部局

指定通院医療機関

障害福祉サービ
ス事業者

対象者は保護観察所の精神保健観

察下において通院医療を受ける

帰住地の精神保健医療福祉のネットワーク

※ 通院期間終了後は、地域の精神保健医療福祉の枠組みに移行

【入院処遇中】

【通院処遇中】

原則３年間（最大５年間）

・人材養成研修委託費（医療従事者研修、判定医等研修） 37 百万円（令和元予算額： 34  百万円）

令和２年度医療観察法関係予算（案）の概要

心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保など 190億円（令和元予算額：１89億円）
心神喪失者等医療観察法を円滑に運用し、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の社会復

帰の促進を図るため、指定入院医療機関の確保や通院医療を含む継続的な医療提供体制を整備する。
また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相互の技術交流等により、医

療の質の向上を図る。

・入院等決定者医療費 177.3億円（令和元予算額：179.2億円）

・指定入院医療機関運営費負担金 2.1億円（令和元予算額： 2.1億円）

・指定入院医療機関医療評価・向上事業費補助金 4.7百万円（令和元予算額： 4.7百万円）

義務的経費

裁量的経費

・指定入院医療機関施設・設備整備費負担金 9.5億円（令和元予算額： 7.1億円）

・その他 12  百万円（令和元予算額： 13  百万円）
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８ 災害時等こころのケア対策について 

 

（１）大規模な災害等の際における心のケア対策について  

近年、地震、水害、火山の噴火等、災害の発生に伴い、住民等に対する心

のケアを求められる局面が増えている。また、犯罪、事故等の人為災害にお

いても、心のケアの必要性が強く認識されている。  

令和元年度も、台風 19 号等による被災により、多くの被災者が長期的な

避難生活を強いられており、被災者への中長期的な心のケアが必要な状況で

あることから、精神保健福祉センターにおいて心のケアの専門家の雇用等を

行う「被災地心のケア事業」により、被災地の心のケアに関する体制の強化

に対する支援を実施するとともに、平成 30 年７月豪雨により被災した地域

への心のケアの支援を継続するため、令和２年度予算案において 35 百万円

を計上している。 

また、災害拠点精神科病院の指定について、「救急・災害医療提供体制等

の在り方に関する検討会」での議論を踏まえ、被災した精神科病院からの患

者の受け入れ等を役割とした、災害拠点精神科病院の整備を少なくとも各都

道府県に 1 カ所以上求めているところである（※１）が、令和元年 10 月１

日現在で同病院を指定している都道府県は大阪府のみであり、また、今後の

指定見込みが立っていない都道府県が１３県（※２）あり、指定が進んでい

ないところである。 

このため、各都道府県に対して災害拠点精神科病院の創設の趣旨を鑑み、

令和２年度中を目処に早期に指定を行っていただくよう、求めたところ（※

３）であるので、引き続き、災害拠点精神科病院の指定を進めていただくよ

う、お願いする。 

※１ 災害拠点精神科病院の整備について（令和元年 6 月 20 日付け医政

発 0620 第８号・障発 0620 第１号厚生労働省医政局長、社会・援護

局障害保健福祉部長連名通知 

※２ 第 18 回救急・災害医療提供体制等の在り方に関する検討会 

（令和元年 11 月 20 日） 

※３ 災害拠点精神科病院の指定の促進について（令和元年 12 月 25 日付

け医政地発 1225 第３号・障精発 1225 第１号厚生労働省医政局地域

医療計画課長、社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長連

名通知 

なお、精神保健福祉センター、保健所、病院等に勤務している医師、看護

師、精神保健福祉士等を対象とした心的外傷後ストレス障害（ PTSD）に関す

る専門的な養成研修を実施し、精神保健活動の充実の推進を図っているとこ

ろであるが、令和２年度予算案においても、14 百万円を計上し、研修内容の

更なる充実を図ることとしており、関係機関に所属する職員の研修への参加

について御配慮いただきたい。 
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（２）東日本大震災の被災地の心のケアについて  

東日本大震災の被災者の心のケア対策については、心のケアが必要な方に

必要な支援が行き届くよう、平成 23 年度から、被災 3 県に心のケアセンタ

ーを設置し、被災者の心のケア対策を実施してきた。 

被災地における生活インフラの復旧はほぼ完了し、住まいの再建も今年度

で概ね完成する見込みであることが確認されている一方、被災地から、被災

者の心のケアなどについては、令和２年度末で終了する復興・創生期間後も

対応が必要であることが要望されている。 

また、福島の復興・再生には中長期的対応が必要であり、復興・創生期間

後も継続して、国が前面に立って取り組み、避難指示区域に居住されていた

方をはじめ、避難生活が長期化している方々について、引き続き心のケアに

対する支援体制の継続が必要であることが要望されている。 

そのような中、令和元年 12 月 20 日に閣議決定された「「復興・創生期間」

後における東日本大震災からの復興の基本方針」において、復興・創生期間

後の事業のあり方が示されたところである。 

これらを踏まえ、令和２年度においても、東日本大震災の心のケア対策の

着実な取組の推進の観点から、「心のケアセンター連携強化会議」の開催、

福島県外避難者や帰還者への支援の強化、支援者への支援の充実など「専門

的な心のケア」の取組の充実を図るとともに、専門研修・調査研究などの取

組の強化を行うこととしており、引き続き被災者に対するきめ細やかな心の

ケア支援の実施をお願いする。 

また、平成 30 年度より実施している「被災３県心のケア総合支援調査研

究等事業」は、東日本大震災における心のケアに関する知見を多角的に分析

し、今後の災害時の心のケア対策につなげるものであることから、趣旨を御

了知の上、議論への参画やデータ提供など、事業の適正かつ円滑な実施につ

いて格段の御協力をお願いする。 

 

（３）平成 28 年熊本地震の心のケアについて  

熊本地震に係る心のケア対策については、心のケアを行う活動拠点として

「熊本こころのケアセンター」を設置し、心のケアに関する相談支援、訪問

支援等を実施している。 

令和２年度予算案において 52 百万円を計上しており、熊本県におかれて

は、引き続き関係市町村及び医療機関等の関係機関と連携し、変化するニー

ズに的確に対応し、被災者の心の健康の維持・向上に向けた事業の効果的な

実施をお願いする。 
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自然災害の発生により、被災地においては多数の人的・物的被害が発生しており、今後
の災害復興期においては、PTSDや生活再建プロセスで生じる二次的ストレスを起因とした
心身の変調が生じる被災者の増加が見込まれることから、精神保健福祉センターにおいて
心のケアの専門家（保健師、精神保健福祉士、臨床心理士等）を雇用し、市町村等が行う
被災者への精神保健相談等の支援を行うことで被災地の精神保健福祉の強化を図る。

【実施主体】千葉県、長野県、岡山県、広島県、

【補助率】３／４

概要

被災地心のケア事業

被災地の心のケア支援 イメージ

国

心のケア専門家（保健
師、精神保健福祉士、
臨床心理士等）の雇用
等に必要な経費を補助

精
神
保
健
福

祉
セ
ン
タ
ー

被災者

保
健
所

市
町
村

心のケア業務
の支援

心のケア業務の支援

相談 支援 相談 支援 相談 支援

令和２度予算案
３４，８３３千円

○ 必要性 ： 「災害時における医療体制の構築に係る指針（平成29年7月31日付け医政地発0731第1号）」に
位置づけられている。

○ 「災害拠点精神科病院の整備について（令和元年6月20日付け医政発0620第8号，障発0620第1号）」により、
都道府県が災害拠点精神科病院を指定する（平成31年4月１日より適用）。

＜整備方針＞
人口規模や地理的条件、都道府県における精神科医療の提供体制の実態などを考慮し、都道府県ごとに

必要な数を整備（少なくとも各都道府県内に1カ所以上）

※ 令和元年10月１日現在の指定状況は、全国で３施設（大阪府のみ）。

＜災害拠点精神科病院の位置づけ＞

災害拠点精神科病院災害拠点精神科病院

以下のような機能を有し、24時間対応可能な緊急体制を確保すること等により、都道府県において災害時におけ
る精神科医療を提供する上での中心的な役割を担う。

○ 医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく精神科医療を行うため
の診療機能
○ 精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難場所としての機能
○ 災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣機能 等

指定要件 運営体制
・24時間の緊急対応し、被災地内の患者の受入れ及び搬出が可能な体制を有する
・被災地からの精神科医療の必要な患者の受入れ拠点となる
・DPATの保有及びその派遣体制を有する 等

施設及び設備
・病棟、診療棟等精神科診療に必要な部門を設置する
・耐震構造を有する
・３日分程度の燃料の確保、食料、飲料水、医薬品等の備蓄をする
・病院敷地内等に患者の一時的避難所を運営するための施設を前もって確保する 等

受入

施設

派遣
災害拠点精神科病院
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こころの健康づくり対策事業

近年、地震・風水害などの自然災害、ＪＲ福知山線列車事故、秋葉原無差別殺傷事件、相模原障害者施設殺傷事件など
犯罪被害において、いわゆる「心のケア」の必要性が一般社会においても、また精神保健医療福祉関係者においても強く認識され
ている。こうした災害被害者、犯罪被害者は、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）をはじめとする様々な心理的な反応が生じ
ることから、各専門家による専門的なケアが必要となる。
また、児童の生活環境や対人関係等思春期の問題行動が多く発生しており、思春期児童への対応が急がれているところである。
特に、幼年期の児童虐待、不登校、ひきこもり、家庭内暴力などの情緒不安定になりやすい社会環境の中で、犯罪行動などに発
展するケースが多く見られる。
これらの問題に適切な対応が出来るよう精神科医療及び精神保健福祉業務に従事している者に対し、専門的な養成研修を実
施することが必要となっている。

概要

【研修内容】
・トラウマとPTSD、PTSDの治療、災害時の心理的応急処置、
子どものトラウマ
・PTSDの診断・治療・ソーシャルワーク、PTSDの心理療法（グ
ループワーク）
・犯罪・性犯罪被害者の対応

対象 医師、看護師、保健師、精神保健福祉士、公
認心理師等

【研修内容】
・児童思春期精神保健の網羅的な系統講義、グループディス
カッション等の実践的研修
・「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」についての全般
的研修

思春期精神保健研修ＰＴＳＤ対策専門研修

対象 医師、看護師、保健師、精神保健福祉士、公
認心理師、社会福祉士、児童指導員等

PTSD等対策総合支援体制整備事業

令和２度予算案
１４，２５８千円
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被災３県心のケア総合支援調査研究等事業

（事業概要）
東日本大震災被災３県の心のケアセンターにおいて行われている被災者の心のケアに関する様々な活動を調査

分析することで、被災者の心のケアに関する課題等を明らかにするとともに、心のケアセンターから報告されている
様々なデータに関する調査・分析、これまでの知見を活かした研修プログラムの開発など、心のケア支援を推進する
ための調査研究事業を実施する。また、被災者心のケアセンター連携強化会議を開催する。
（補助率）定額
（補助先）民間団体（公募）

被災３県心のケア総合支援調査研究事業実施委員会

・事業の企画
・事業の進捗管理
・事業費配分決定 等

調査・分析事業部門データ収集・整理事
業部門

研修プログラム開発・人材
育成部門

事業の報告書・編さん事業
部門

被災者心のケアセンター連携強化会議

岩手県 宮城県 福島県

連携

・各ケアセンターからの報告
・関係機関との連携強化に関する検討 等

・心のケアセンター活動情報
の整理

・被災３県以外の自治体、民
間の支援活動情報の整理

令和元年度予算 令和２年度度予算案
２９１百万円 → ２６０百万円

○事業実施体制

・必要データ取得のため収集・整
理したデータの分析方法検討
・データの調査・分析
・心のケア対策の評価・効果検証

・被災３県の知見・経験を活かし
た研修手法の開発

・新たに開発した手法による研修
の実施

・被災者の心のケアに関する
アーカイブの項目検討

・将来発生する大規模災害で活
用できる報告書の作成
・成果物の広報

熊本こころのケアセンター熊本こころのケアセンター

熊本こころのケアセンターの設置・運営
平成28年熊本地震の被災者に対する精神保健面での支援のため、「熊本こころのケア
センター」を活動起点として、心のケアに関する相談支援、仮設住宅入居者等への訪問支
援等を通じて、きめ細かな「専門的な心のケア」を機動的に展開・実施。

平成28 年熊本地震による被災者の精神的健康の保持及び増進を図るため、「熊本こころの
ケアセンター」の設置・運営に要する経費を措置。

事業概要事業概要

１．実施主体

・熊本県から（公社）熊本県精神科協会に事業委託

２．設置場所

・熊本市東区月出３丁目１－１２０

・熊本県精神保健福祉センター内 ２階

３．開設日

・平成28年10月17日

事業スキーム事業スキーム

熊本こころのケアセンター熊本こころのケアセンター

【主な事業内容】
相談支援
人材育成
支援者支援
総合調整・活動支援
医療と保健のネットワーク形成
普及啓発

国庫補助（補助率3/4）

熊 本 県熊 本 県

国国

令和元年度予算額 令和２年度予算額（案）
５３百万円 → ５２百万円
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９ てんかん対策等について 

 

（１）てんかん対策について 

てんかん患者は、適切な診断、手術や服薬等の治療によって症状を抑える

ことができる又は治癒する場合もあり、社会で活動しながら生活することが

できる場合も多いことから、てんかん患者が地域で支障なく安心して暮らす

ことができるよう、てんかんに関する正しい知識や理解の普及啓発の促進を

図ること、てんかんの診断を行うことができる医療機関の連携を図るため、

専門的な診療を行うことができる体制やてんかんの診療ネットワークを整

備することが求められている。 

これらを踏まえ、平成２７年度より「てんかん地域診療連携体制整備事業」

を実施している。 

具体的には、令和２年１月現在、17 カ所の医療機関が「てんかん診療拠点

機関」に指定され、てんかんに関する知識・技術の普及啓発、他医療機関へ

の研修・技術的支援、患者・家族会への技術的支援、関係機関との地域連携

支援体制の構築のための調整等を行うとともに、国立研究開発法人国立精

神・神経医療研究センターを「てんかん診療全国拠点機関」に指定し、各て

んかん診療拠点機関で得られた知見を集積し、てんかん診療における地域連

携モデルを確立するとともに、都道府県及び各診療拠点機関への技術的支援

を行っている。 

また、第７次医療計画において、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体

制について」（平成 29 年３月 31 日付け医政地発 0331 第３号厚生労働省医政

局地域医療計画課長通知）の別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供

体制に係る指針」中「精神疾患の医療体制構築に係る指針」に基づき、地域

の実情を踏まえて、てんかんに対応できる医療機関を明確にすることが求め

られていることから、「てんかん診療拠点機関」での知見の集積、多職種・

他科連携といったてんかん診療ネットワーク等を参考にしつつ、全都道府県

において、てんかんの医療連携体制が構築されるよう本事業の活用による体

制の整備をお願いする。 

併せて、各自治体におかれては、様々な機会を捉えて正しいてんかんの知

識についての普及啓発を行っていただくようお願いする。 

   

（参考：国立精神・神経医療研究センターてんかんセンターＨＰ） 

https://www.ncnp.go.jp/epilepsy_center/index.html 
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（２）摂食障害対策について  

摂食障害は、他の精神疾患とは異なり、その疾病の特性上、身体合併症状

があり、生命の危険を伴う疾患であるため、総合的な救急医療体制が必要と

なる。平成 29 年の精神保健福祉資料によると、摂食障害の入院患者は約１

万人、外来患者は約 20 万人いるとされており、身体合併症の治療や栄養管

理等を行うなど、適切な治療と支援により患者が地域で支障なく安心して暮

らすことができる体制の整備を推進することが求められている。 

これらを踏まえ、平成２６年度より「摂食障害治療支援センター設置運営

事業」を実施している。 

具体的には、現在、全国４カ所の医療機関が「摂食障害治療支援センター」

に指定され、摂食障害に関する知識・技術の普及啓発、他医療機関への研修・

技術的支援、患者・家族への技術的支援、関係機関との地域連携支援体制の

構築のための調整等が行われており、国立研究開発法人国立精神・神経医療

研究センターが「摂食障害全国基幹センター」に指定され、各支援センター

で得られた知見を集積し、共通した有効な摂食障害の支援プログラムや地域

支援モデルガイドラインの開発等の実施や支援センターへの技術的支援を

行っている。 

事業を実施している自治体においては、拠点として指定されている医療機

関以外の医療機関への患者紹介も進み、行政が本事業に関わることで学校、

福祉施設等の医療機関以外の施設とも連携が進んでおり、事業の一定の効果

が出始めている。 

しかしながら、本事業における「摂食障害治療支援センター」は全国で現

在４自治体にしか指定されていないため、この４センターにおける摂食障害

に関する新規相談件数のうちの約３分の１は県外からの相談となっている

のが現状である。 

また、第７次医療計画において、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体

制について」（平成 29 年３月 31 日付け医政地発 0331 第３号厚生労働省医政

局地域医療計画課長通知）の別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供

体制に係る指針」中「精神疾患の医療体制構築に係る指針」に基づき、地域

の実情を踏まえて、摂食障害に対応できる医療機関を明確にすることが求め

られていることから、「摂食障害治療支援センター設置運営事業」での多職

種・他科連携や研修、摂食障害に関する知識・技術の普及啓発に係る取組等

を参考にしつつ、全都道府県において摂食障害の医療連携体制が構築される

よう本事業の活用による体制の整備をお願いする。 

併せて、各自治体におかれては、摂食障害に関する診療や家族等からの相

談対応、教育現場での研修や普及啓発を行っていただくようお願いする。 

 

（参考：摂食障害全国基幹センターＨＰ）  

https://www.ncnp.go.jp/nimh/shinshin/edcenter/ 
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（３）高次脳機能障害対策について  

高次脳機能障害の患者に対する支援については、平成 25 年度より都道府

県地域生活支援事業の必須事業として「高次脳機能障害及びその関連障害に

対する支援普及事業」を実施し、各都道府県に設置された「高次脳機能障害

支援拠点機関」を中心に、支援コーディネーターの配置等の相談支援、普及

啓発、高次脳機能障害の支援手法等の研修事業など、支援体制づくりのため

の取組を行っている。 

一方で、高次脳機能障害に対する支援は、医療に関するもののほか、自立

訓練や就労支援などの障害福祉サービスなど幅広い施策についての知識が

必要となることから、現場の支援者によっては、必ずしも個々の患者を必要

とする支援に繋ぐことができていない場合があると承知している。 

各都道府県におかれても、高次脳機能障害をお持ちの方が身近な場所でそ

の特性を踏まえた支援を受けられるよう、市町村職員を含めた幅広い支援関

係者に対する研修や、地域住民への普及啓発の実施などを通して、高次脳機

能障害に対する理解の促進に一層努めていただくようお願いする。 

また、第７次医療計画において、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体

制について」（平成 29 年３月 31 日付け医政地発 0331 第３号厚生労働省医政

局地域医療計画課長通知）の別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供

体制に係る指針」中「精神疾患の医療体制構築に係る指針」に基づき、地域

の実情を踏まえて、高次脳機能障害に対応できる医療機関を明確にすること

が求められていることから、各都道府県で高次脳機能障害の医療連携体制が

構築されるよう体制のさらなる充実・強化をお願いする。 

 

（参考：高次脳機能障害情報・支援センターＨＰ） 

http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/ 
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各てんかん診療拠点機関で得られた知見を集積し、てんかん診療におけ
る地域連携体制モデルを確立すると共に、都道府県・各診療拠点機関へ
の技術的支援を行う。

てんかん地域診療連携体制整備事業

平成３０年度からの第７次医療計画により、各都道府県において、多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を踏まえて、多様な精神疾患等ごとに医療機能を明確化する
こととされており、国が国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターをてんかん診療全国拠点機関に指定し、都道府県におい
て、てんかんの治療を専門的に行っている医療機関のうち、１箇所をてんかん診療拠点機関として指定し、各都道府県のてんかんの医
療連携体制の構築に向けて、知見の集積、還元、てんかん診療のネットワーク作り等を引き続き進めていく必要がある。

現状と課題

①地域住民や医療従事者に対して、てんかんに関する正しい知識の普及
②てんかん診療における地域連携体制構築、てんかん診療の均てん化

期待される成果

てんかん患者が、地域において適切な支援を受けられるよう、てんかん診療における地域連携の在り方を提
示し、てんかん拠点医療機関間のネットワーク強化により全国で均一なてんかん診療を行える体制を整備。

第７次医療計画に基づいて、「都道府県拠点機能」「地域連携拠点機
能」「地域精神科医療提供機能」を有する医療機関を指定し、都道府
県との協働によって、てんかんに関する知識の普及啓発、てんかん患
者及びその家族への相談支援及び治療、他医療機関への助言・指導、
医療従事者等に対する研修、関係機関との地域連携支援体制の構築の
ための協議会を開催する。また、てんかん診療支援コーディネーター
を配置し、てんかん患者及びその家族に対し、相談援助を適切に実施
する。

【都道府県（精神保健福祉センター、保健所）・てんかん診療拠点機関】

【地域】

【国・全国拠点（てんかん診療全国拠点機関）】

てんかんの特性や支援方法に関する知識が浸透するように取り組むと
ともに、市町村、医療機関等との連携を深化し、患者・家族への相談
支援や啓発のための体制を充実すること等により、適切な医療につな
がる地域の実現を目指す。

市町村

医療機関

地域連携支援体制

都道府県（精神保健福祉センター、保健所）
てんかん診療拠点機関

国・全国拠点（全国拠点機関）

住民

バックアップ

バックアップ

令和元年度予算: 8,236千円 → 令和２年度予算案：14,619千円

事業概要

患者・家族会

（目的）

○ てんかん患者は全国に１００万人いるといわれているが、専門の医療機関・専門医が全国的に少ないことが

課題の一つ。

○ 本事業は、てんかんの専門医療機関の箇所数増、まずは３次医療圏（都道府県）の設置を目指し、てんかん

診療拠点機関（※）を設置する都道府県に対して国庫補助（1/2）を行う。

てんかん地域診療連携体制整備事業の目的等

（事業実績）

○ 令和２年１月現在、てんかん診療全国拠点機関が１箇所、てんかん地域連携拠点機関は17医療機関。

＊てんかん診療全国拠点機関（1カ所）： 国立精神・神経医療研究センター
＊てんかん診療拠点機関（17カ所）：

北海道（札幌医科大学附属病院）、宮城県（東北大学病院）、栃木県（自治医科大学附属病院）、埼玉県（埼玉医科大学病院）、

神奈川県（聖マリアンナ医科大学病院）、新潟県（西新潟中央病院）、石川県（浅ノ川総合病院）、

静岡県（静岡てんかん・神経医療センター）、愛知県（名古屋大学医学部附属病院）、大阪府（大阪大学医学部附属病院）、

鳥取県（鳥取大学医学部附属病院）、岡山県（岡山大学病院てんかんセンター）、広島県（広島大学病院）、

徳島県（徳島大学病院）、長崎県（長崎医療センター）、鹿児島県（鹿児島大学病院）、沖縄県（沖縄赤十字病院）

（第７次医療計画との関係）
○ 第７次医療計画（平成29年7月～）において、「多様な精神疾患等に対応できる医療連携対策の構築に向けた医療
機能の明確化」として、向こう５年以内に第３次医療圏にてんかんの専門医療機関を配置することが定められている。

○ 同計画中に、「てんかん地域連携体制整備事業を参考に」とあることから、今後、未整備自治体は同事業をモデル
に整備、本事業実施自治体は同機関を指定することで整備が図られることを想定している。

○ 主な事業内容は、以下のとおり。

①てんかん患者・家族の治療及び相談支援、② てんかん治療医療連携協議会の設置・運営、

③てんかん診療支援コーディネーター（※）の配置、④ 医療従事者（医師、看護師等）等向け研修、

⑤市民向けの普及啓発（公開講座、講演、リーフレットの作成等）

※てんかん診療支援コーディネーター： 精神障害者福祉に理解と熱意を有し、てんかん患者及びその家族に対し相談援助を適切に実施する能力を有する医療・福祉に関する国家資格を有する者

※てんかん診療拠点機関： てんかんの治療を専門に行っている次に掲げる要件を全て満たす医療機関１箇所

①日本てんかん学会、日本神経学会、日本精神神経学会、日本小児科神経学会、又は日本脳神経学会が定める専門医が１名以上配置されていること。

②脳波検査やＭＲＩが整備されているほか、発作時ビデオ脳波モニタリングによる診断が行えること。

③てんかんの外科治療のほか、複数の診療科による集学的治療を行えること。
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各摂食障害治療支援センターで得られた知見を集積し、共通した有効な
摂食障害支援プログラム、地域支援モデルガイドラインの開発等を行う
と共に、都道府県・各センターへの技術的支援を行う。

平成３０年度からの第７次医療計画により、各都道府県において、多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を踏まえて、多様な精神疾患等ごとに医療機能を明確化する
こととされており、摂食障害全国基幹センターとして国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターを、摂食障害治療支援センター
を各都道府県で指定し、摂食障害の治療支援体制の構築に向けて、知見の集積、還元、診療のネットワーク作り等を引き続き進めていく
必要がある。

現状と課題

事業概要

①摂食障害への早期発見・早期支援の実現
②適切な治療と支援により患者が地域で支障なく安心して暮らすことができる体制の整備の推進

期待される成果

摂食障害患者が、早期に適切な支援を受けられるよう、摂食障害治療における支援体制の在り方を提示し、
摂食障害拠点医療機関間のネットワーク強化により全国で均一な摂食障害診療を行える体制を整備。

教育機関 市町村

医療機関

地域連携支援体制

都道府県（精神保健福祉センター、保健所）
摂食障害治療支援センター

国・全国基幹センター

住民

第７次医療計画に基づいて、「都道府県拠点機能」「地域連携拠点機
能」「地域精神科医療提供機能」を有する医療機関を指定し、都道府県
との協働によって、摂食障害に関する知識・技術の普及啓発、他医療機
関への研修・技術的支援、患者・家族への技術的支援、関係機関との地
域連携支援体制の構築のための調整を行う。

【都道府県・摂食障害治療支援センター】

【地域】

【国・全国拠点（摂食障害全国基幹センター）】

摂食障害の特性や支援方法に関する知識・技術が浸透するように取り組
むとともに、摂食障害を発症した患者に関わる機会の多くなると見込ま
れる機関をはじめとした関係者と医療機関との連携を深化し、患者・家
族への相談支援や啓発のための体制を充実すること等により、早期発
見・早期支援につながる地域の実現を目指す。

バックアップ

患者・家族会

バックアップ

令和元年度予算： 10,249千円 →令和２年度予算案： 12,228千円

摂食障害治療支援センター設置運営事業

（目的）

摂食障害患者は平成29年精神保健福祉資料によると全国に約20万人いるとされ、10代～40代の女性に多い疾患といわれ
ているが専門の医療機関・専門医が全国的に少ないことが課題の一つであり、本事業では、摂食障害の専門医療機関の３次

医療圏（都道府県）の設置を目指し、摂食障害治療支援センター（※）を設置する都道府県に対して国庫補助 （1/2）を行う。

摂食障害治療支援センター設置運営事業の目的等

（事業実績）
○ 令和元年度現在、摂食障害全国基幹センターが１カ所。摂食障害治療支援センターは４医療機関。
＊摂食障害全国基幹センター（1カ所）： 国立精神・神経医療研究センター
＊摂食障害治療支援センター（4カ所）： 宮城県（東北大学病院）、千葉県（国立国際医療研究センター国府台病院）、

静岡県（浜松医科大学医学部附属病院）、福岡県（九州大学病院）

○ 主な事業内容は、以下のとおり。
①摂食障害患者・家族の治療及び相談支援、②摂食障害対策推進協議会の設置・運営、
③摂食障害治療支援コーディネーター（※）の配置、④医療従事者（医師、看護師等）等向け研修、
⑤市民向けの普及啓発（公開講座、講演、リーフレットの作成等）

（第７次医療計画との関係）
○ 第７次医療計画（平成29年7月～）において、「多様な精神疾患等に対応できる医療連携対策の構築に向けた医療機能の明確化」として、
向こう５年以内に第３次医療圏に摂食障害の専門医療機関を配置することが定められている。

○ 同計画中に、「摂食障害治療支援センター設置運営事業の取組を参考にすること」とあることから、今後、未整備自治体は同事業をモデルに
整備、本事業実施自治体は同機関を指定することで、整備が図られることを想定している。

※摂食障害治療支援センター： 都道府県が摂食障害の治療を行っている精神科又は心療内科外来を有する救急医療体制が整備された総合病院のうち１箇所を指定

※摂食障害治療支援コーディネーター： 精神障害者福祉に理解と熱意を有し、摂食障害者及びその家族に対し、相談援助を適切に実施する能力を有する者

期間 
H30.4-12 

相談件数 相談経路（延べ件数） 地域（新規） 
延べ 新規 電話 メール 面談 県内 県外 不明 

福 岡 227 157 180 42 5 87 46 24 
静 岡 208 175 207 0 1 118 57 0 
宮 城 169 110 103 66 0 63 29 18 
千 葉 551 508 453 89 3 159 182 167 

計 1,155 950 943 197 9 427 314 209 
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【概要】
都道府県に高次脳機能障害者への支援拠点機関を置き、高次脳機能障害者に対する専門的な相談

支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能障害に関する研修等を行い高次脳機能障
害者に対して適切な支援が提供される体制を整備する。
（都道府県地域生活支援事業の必須事業として実施）

【事業の具体的内容】
○ 支援拠点機関に相談支援コーディネーターを配置し、専門的な相談支援、関係機関との連携、
調整を行う

○ 講演・シンポジウムの開催及びポスター、リーフレットの作成・配布をする等の普及啓発活動を
行う

○ 自治体職員、福祉事業者等を対象に高次脳機能障害支援に関する研修を行い、地域での
高次脳機能障害支援体制の整備を行う

○ 支援拠点等全国連絡協議会への協力
○ 高次脳機能障害情報・支援センターにおいては、各都道府県拠点機関との連携、各種支援プログラム
の検証と改正、取組を促す研修事業、普及啓発活動に加え、様々な情報を収集・整理・発信し、
また諸機関に対する相談を実施するなど、中央拠点として総合的な支援を行う

【事業開始年度】 平成18年度

【支援拠点機関数】 高次脳機能障害情報・支援センター １箇所（国立障害者リハビリテーションセンター）
(令和２年10月現在) 支援拠点機関 全国１１４箇所（リハビリテーションセンター、大学病院、県立病院 等）

【相談支援コーディネーター】
社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、作業療法士、心理技術者等、高次脳機能障害者に対する専門
的相談支援を行うのに適切な者

高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業
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10 精神障害者保健福祉手帳について  

 

（１）精神障害者保健福祉手帳に基づくサービスの実施状況について  

精神障害者保健福祉手帳所持者に係る公共交通機関の運賃割引について

は、これまでも、公共交通機関事業者を所管する国土交通省等に対して協力

依頼を行っているが、一部の公共交通機関では依然として運賃割引の適用外

となっている。 

一方で、公共交通機関の運賃割引を含む精神障害者保健福祉手帳に基づく

サービスについては、各自治体他関係者の協力により実施数が着実に増加し

ているところである。 

今般、各自治体で行っていただいている精神障害者保健福祉手帳に基づく

サービスの実施状況について取りまとめたので（別添）、当該資料を参考に、

精神障害者保健福祉手帳に基づくサービスの拡充、交通担当部局との連携に

よる公共交通機関等への運賃割引の実施に向けた働きかけ等に、引き続き御

協力をお願いする。 

  

（２）精神障害者保健福祉手帳の更新手続の改善に関する総務省からのあっせ

んに対する対応について  

平成 29年９月 28日、行政苦情救済推進会議の意見を踏まえたあっせん（精

神障害者保健福祉手帳の更新手続の改善）について、総務省行政評価局長か

ら厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長あて通知された。 

あっせん内容については、「精神障害者保健福祉手帳の交付手続きに係る

調査について（依頼）」（平成 29 年 11 月 27 日厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部精神・障害保健課心の健康支援室事務連絡）にて各都道府県・指

定都市あて通知済であるが、本あっせんについては、国民からの行政苦情相

談を端緒としたものであることに鑑み、各自治体におかれては、改めてあっ

せん内容を確認いただき、手帳事務の効率化等の見直しの参考とされたい。 

また、本通知と合わせて更新手続の現状調査を行ったところ、多くの都道

府県・指定都市で手帳の申請・更新者数が増加傾向にある一方、限られた体

制の中で確認事務等の対応に苦慮している実態が明らかになった。 

これを踏まえ、事務効率に取り組んでいる自治体の好事例について、「精

神障害者保健福祉手帳の交付手続にかかる事務処理機関の短縮に向けた取

組について」（平成 30 年３月 30 日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課心の健康支援室事務連絡）においてお示ししたので、事務

手続の御参考とされたい。 
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【参考】総務省からのあっせん事項 

 

① 更新手続の処理期間が実施要領における処理期間を大きく超えている都道

府県等に対して、処理手順の検証、見直し等をして短縮化を図る必要がある

ことを周知すること。  

特に、審査会や判定会議等で不備を指摘された診断書について市町村から

医療機関に修正を依頼するという手順や市町村が年金事務所に障害等級を照

会するという手順をとる都道府県等においては、これらの手順が市町村に第

2 号法定受託事務の範囲外の事務を行わせるという問題があるという観点か

らも、処理手順の検証等の必要があることを周知すること。  

 

② 都道府県等に対して、更新手続に長期間を要している場合の対応の好事例と

して、次の取組を周知すること。  

ア 手帳の有効期限到来の 3 か月前に案内文書を送付する、手帳のカバーに

更新申請期間を記載したシールを貼る等をして、精神障害者に早期の更新

申請を促して、有効期限内に手帳の更新手続が完了するようにする取組  

イ 更新手続中に手帳の有効期限が到来する精神障害者への対応として、手帳

の写しに更新申請の受付の証明文等を記載して交付し、又は更新申請書の

写しに受付印を押して交付する等、更新手続中であることを証明する書類

を交付する取組  

 

 

（３）マイナンバーを活用した情報連携による精神障害者保健福祉手帳の交

付手続きについて 

   令和元年 10 月 30 日付けで「精神障害者保健福祉手帳制度実施要領」（平

成 7 年 9 月 12 日健医発第 1132 号厚生省保健医療局長通知。以下「実施要

領」という。）を一部改正し、マイナンバーを活用した情報連携により精

神障害を支給事由とする実施要領第２の１（２）の②に掲げるいずれかの

年金給付を現に受けていることが把握できる場合には、交付申請時に、実

施要領第２の１（２）の①（医師の診断書）又は②（年金給付を現に受け

ていることを証する書類）の添付を不要としたので、交付手続きに当たっ

ては、平成 31 年３月 29 日付けで企画課からお示しした「精神障害者保健

福祉手帳の交付等の事務における年金関係情報の取扱いについての留意

事項等（情報照会マニュアル）」を参考にしつつ、引き続き運用変更への

御協力をお願いする。 
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令和元年12月末現在

（注）本資料は、都道府県及び指定都市において把握している内容を整理したものである。

公営 民営 公営 民営

1 北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、1級に限る。
・バスについては、一部バス会社に限る。
・タクシーについては、一部タクシー会社に限
る。

一部市町村に限り実施

2 青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
各自治体等によりサービスの適用や内容は
異なる。

3 岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・医療費助成は、一部市町村で健康診査・が
ん検診料免除
・この他、税制上の優遇措置を実施

4 宮城県 ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、1級に限り、一部市
町村で実施。
・バスについては、一部バス会社に限る。
・タクシー券の発行やガソリン助成は一部市
町村に限る。
・その他、税制上の優遇措置を実施。

5 秋田県 ○ ○ ○ ○
タクシー運賃の割引については一部適用に
ならない場合あり

6 山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・医療費助成は１級に限る。
・公営バスの割引、タクシー運賃及びガソリ
ン料金の助成は一部の市町村。

7 福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・県立施設の利用料減免。
・医療費助成制度（１級、２・３級かつ身体障
害者手帳又は療育手帳所持）。
・県内民営鉄道と民営バスの一部で運賃割
引。
・タクシー及び駐車料金の減免は一部市町
村のみ。

一部公共交通機関においては、
同伴者（介護者）の運賃割引制
度あり。

8 茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成（1級）
・県営住宅の優先入居（1、2級）
・私鉄1社運賃割引
・民営バス11社運賃割引
・一部の市町村において，タクシー利用券を
交付
・一部の市町村において，駐車場利用券を交
付

鉄道，バスの一部の会社におい
て，同伴者を対象とした割引を実
施

9 栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鉄道については、一部の民営鉄道に限る。
バスについては、一部に限る。
タクシー利用券の交付、駐車料金等の減額
は一部の市町のみ。

同伴者の運賃割引について一部
鉄道・バスで実施

10 群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 埼玉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については1級のみ。所得制限
あり。
・バスの運賃割引については一部市町村に
限る。
・タクシー券の発行やガソリン助成は一部市
町村に限る。
・駐車料金の減免等は一部市町村に限る。

12 千葉県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成 は、一部の市町村で実施
・公営住宅の優先入居は、1・2級が対象
・鉄道は、いすみ鉄道、銚子電鉄で実施
・バスは、一部事業者で実施
・タクシー、及び駐車料金については、一部
市町村で実施

一部バスで運賃割引を実施

13 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 医療費助成については、1級に限る。

14 神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成は、市町村によって対象範囲が
異なる。
・タクシー券の発行やガソリン料金の助成、
市駐車料金の減額は一部市町村に限る。
・パーキング・パーミット制度については本県
は未実施。

15 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については1級に限る。
・公営住宅の優先入居は、1、2級が対象
・この他、佐渡汽船の運賃割引を実施
・タクシー・ガソリンについては一部の市町村
に限る。
・パーキングパーミット（新潟県おもいやり駐
車場制度）に基づく利用証を交付：1、2級が
対象

一部市町村において、精神障害
者保健福祉手帳を所持していな
い者に対しても、通院等に係る公
共交通費等の費用を助成

16 富山県 ○ 〇 ○ ○ ○ ○
・鉄道は、ＪＲを除く。
・医療費助成は65歳以上の1,2級のみ

17 石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
石川県タクシー協会に所属している事業者
のみ実施

18 福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・鉄道はＪＲを除く
・医療費助成については、１級又は２級に限
る。
・公営住宅の優先入居、市営バス、タクシー
利用券については一部市町

19 山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成：1,2級のみ
・バス：一部
・タクシー利用券の交付：一部市町村で実施
・パーキングパーミット（やまなし思いやり
パーキング制度）の基づく利用証を交付：1級
のみ

パーキングパーミット（やまなし思
いやりパーキング制度）は発達障
害については医師の意見書で利
用証を交付している。

20 長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級（通院のみ）、
２級（精神通院医療分のみ）に限る。
・鉄道については、しなの鉄道、上田電鉄別
所線に限る。
・パーキングパーミットについては、１級に限
る。
・タクシーについては、一部市町村に限る。

バスの運賃割引は、手帳所持者
の介護者も対象。

都道府県・
指定都市名

地方公共団体における精神障害者保健福祉手帳等に基づく主なサービス一覧

精神障害者保健福祉手帳に基づくサービス例
精神障害者保健福祉手帳を
所持していない者も含めた精
神障害者の通院やその同伴
者に対する公共交通機関の運
賃割引やタクシー券の交付等

公共施設の
利用料減免

医療費助成
公営住宅の
優先入居

公共交通機関の運賃割引や
利用料金に対する助成

・駐車料金
の減額

・パーキング
パーミット

備考
鉄道 バス タクシー・

ガソリン
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令和元年12月末現在

（注）本資料は、都道府県及び指定都市において把握している内容を整理したものである。

公営 民営 公営 民営

都道府県・
指定都市名

地方公共団体における精神障害者保健福祉手帳等に基づく主なサービス一覧

精神障害者保健福祉手帳に基づくサービス例
精神障害者保健福祉手帳を
所持していない者も含めた精
神障害者の通院やその同伴
者に対する公共交通機関の運
賃割引やタクシー券の交付等

公共施設の
利用料減免

医療費助成
公営住宅の
優先入居

公共交通機関の運賃割引や
利用料金に対する助成

・駐車料金
の減額

・パーキング
パーミット

備考
鉄道 バス タクシー・

ガソリン

21 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成、県営住宅の優先入居、パーキ
ングパーミットに関しては１、２級のみ。
・鉄道については、長良川鉄道、樽見鉄道、
明知鉄道に限る。樽見鉄道は、介護者と一
緒に利用する場合、２級、３級については１２
歳未満のみ。

精神障害者保健福祉手帳を持つ
障害者の介護者に対するバス運
賃の割引

22 静岡県 ○ ○ ○ ○ ○

県バス協会加盟バス運賃割引、一部県内私
営鉄道運賃割引、タクシー券交付（一部の市
町）、県立施設等の利用料の減免、医療費
助成制度（１級）

23 愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成は１・２級の精神疾患に係る通
院・入院（市町村によって対象者・対象医療
の拡大あり）
・鉄道及びバスは、名古屋市交通局及び名
古屋市内のみ運行する事業者を除く。減免・
助成は市町村・バス会社独自制度。
・鉄道は愛知高速交通のみ実施
・バスは８事業者のうち６事業者実施

障害のある方がタクシー等を利
用して、ショートステイの利用、通
勤・通学をする場合等に、地域の
実情に応じて運賃の一部を補助
している市町村がある。

24 三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・県営住宅の優先入居については、１級又は
２級に限る。
・県医療費助成については、１級に限る。
・バス、タクシー・ガソリン助成については、一
部市町除く。

訓練施設等に通所するために要
する費用の補助（一部市町）

25 滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級又は２級に限
る（所得制限あり）。
・公営住宅については、優先入居の優遇倍
率適用に限る。
・民営バスについては、近江鉄道バス・湖国
バス、滋賀バス、帝産湖南交通に限る。
・公営バス、民営鉄道の運賃割引、タクシー・
ガソリン利用券の交付および駐車料金等の
減額については、市町独自の制度であり、一
部市町において実施。

26 京都府 ○ ○ ○ ○ ○

・京都おもいやり駐車場利用証制度、駐車禁
止除外指定車標章の交付
・一部のタクシー会社/バス会社で割引を実
施

27 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、1級が対象。ただ
し、精神病床への入院は対象外（市町村に
よって対象者・対象医療の拡充あり）。
・パーキングパーミットについては、1級が対
象。
・バスについては、一部の事業者に限る。
・この他、府営住宅の福祉世帯向け応募の
実施

28 兵庫県 ○ ○ ○ ○

【県としての取組を記載】
・医療費助成については、１級に限る（精神
疾患を除く一般医療が対象）。
・公営住宅の優先入居については１級及び２
級所持者がいる世帯に限る。
・パーキングパーミット制度（兵庫ゆずりあい
駐車場）については１級所持者でありかつ歩
行が困難な者に限る。

実施していない。

29 奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級又は２級が対
象。
・公営住宅の優先入居については、精神障
害者保健福祉手帳所持者を含む一般福祉
世帯向け応募枠の設定による。
・公営バスの運賃割引については、市町村
独自の制度であり、一部市町村において実
施。
・民営バスの運賃割引については、バス会社
独自のサービスであり、奈良交通、エヌシー
バスに限る。
・パーキングパーミットについては、１級に限
る。
・公営駐車場の料金減免については、市町
村独自の制度であり、一部市町村において
実施。

30 和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

県有施設入場料・使用料の無料・減免、県営
住居・入居所得基準の優遇（１、２級）、県営
住宅優先抽選、県営駐車場の使用料の減
免、県立医科大学付属病院受診時の駐車場
使用料免除、バス運賃割引（一部を除く）、医
療費助成（１級）

31 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○
・医療費助成については１級に限る。
・鉄道については智頭急行株式会社に限る。

32 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成（福祉医療）
　別途医療証を申請し
　自己負担額の一部を助成
　（精神1級、
　　精神2級＋身体3・4級、
　　精神2級＋知的障がい）

・自立支援医療（精神通院）　対
象者
　医療費、通院交通費（自家用
車、鉄道、バス）、配食サービス

33 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ただし、一部の事業体を除く。

34 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ タクシーについては，一部の会社のみ。

35 山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
各自治体等によりサービスの適用や内容は
異なる。

36 徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ タクシーについては、一部の会社のみ。
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令和元年12月末現在

（注）本資料は、都道府県及び指定都市において把握している内容を整理したものである。

公営 民営 公営 民営

都道府県・
指定都市名

地方公共団体における精神障害者保健福祉手帳等に基づく主なサービス一覧

精神障害者保健福祉手帳に基づくサービス例
精神障害者保健福祉手帳を
所持していない者も含めた精
神障害者の通院やその同伴
者に対する公共交通機関の運
賃割引やタクシー券の交付等

公共施設の
利用料減免

医療費助成
公営住宅の
優先入居

公共交通機関の運賃割引や
利用料金に対する助成

・駐車料金
の減額

・パーキング
パーミット

備考
鉄道 バス タクシー・

ガソリン

37 香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・公営バス、民営(一部バス会社）運賃割引
・パーキングパーミット（１級に限る）
・公営住宅の申込要件(所得要件・単身入居
要件)の緩和
・公営住宅の優先入居(一般募集と別の登録
制)の受付

38 愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

39 高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・鉄道については、土佐くろしお鉄道に限る。
・バスについては、県内11社のうち11社が運
賃割引を実施しているが、ＪＲ四国バスにつ
いては、土佐山田～大栃間の利用に限る。
・タクシーについては、高知市ハイヤー協同
組合（32事業所）、南四国個人タクシー協同
組合（61事業所）に加入の事業所に限る。

40 福岡県 ○ ○ ○ ○ ○

41 佐賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
鉄道は松浦鉄道・甘木鉄道の2社。バスは佐
賀市営バス・祐徳バス・昭和バス・西肥バス・
西鉄バス・JR九州バス

備考に記載した全ての交通機関
において、１級所持者の介護人
の運賃割引あり。一部の交通機
関において、２級・３級所持者の
介護人の運賃割引あり。

42 長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については1級のみ。
・鉄道は長崎電気軌道・島原鉄道・松浦鉄道
・タクシー券の発行やガソリン助成は一部市
町に限る。
・駐車料金の減免等は一部市町村に限る

43 熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

・医療費助成については、１級に限る。
・鉄道については、熊本電気鉄道、南阿蘇鉄
道、肥薩おれんじ鉄道で実施。
・タクシーについては、各市町村において対
応が異なる。
・パーキングパーミット（１級に限る）

44 大分県 ○ ○ ○ ○
手帳を所持している者のみを対
象として実施

45 宮崎県 ○ ○ ○ ○

46 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・県営住宅入居優先制度（当選率の優遇）
・鉄道（公営）は鹿児島市電，（民営）は肥薩
おれんじ鉄道に限る。
・バスは全路線で適用
・フェリーは県内に発着する20航路のうち18
航路で運賃割引を実施

・肥薩おれんじ鉄道，フェリーとし
ま，㈲南九船舶：１級のみ介護1
名同伴者の運賃割引あり

47 沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○

公共施設等の利用料の免除・割引、モノレー
ル、路線バス、タクシーの運賃割引(民間会
社独自制度)、県営住宅入居抽選時に優遇
措置（1、2級）

48 札幌市 ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については１級に限る。
・公営住宅については当選率を高める優遇
制度あり。
・交通機関の利用料金に関する助成あり。
・市営交通（地下鉄、市電）において、運賃割
引あり。

○通所交通費助成
・施設に通所する際に利用した公
共交通機関の料金の一部を、施
設を通じて１月毎に助成する。

49 仙台市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成は１級に限る。
・駐車場料金は市営及び市営施設の有料駐
車場
・ガソリンは1級及び2級（条件有）に限る
・タクシーは1級及び2級に限る
・鉄道公営は市営地下鉄のみ
・公営住宅の利用料減免はない

50 さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成は、1級又は、2級かつ65歳以
上で後期高齢者医療加入者に限る。
・公営住宅の優先入居は1級又は2級に限
る。
・タクシー、ガソリンは1級に限る。

51 千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成とタクシー・ガソリンは１級に限
る。
・鉄道は千葉都市モノレールに限る。
・バスは一部バス会社のみ。

52 横浜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、1級に限る。
・鉄道（民営）については、金沢シーサイドラ
インに限る（第三セクター鉄道）
・この他に「水道料金等の減免（１，２級）」、
「住み替え家賃助成」を実施

53 川崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級に限る（入院
除く）
・バス乗車券又はタクシー利用券（1級のみ）
から選択交付
・その他タクシー１０％割引
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令和元年12月末現在

（注）本資料は、都道府県及び指定都市において把握している内容を整理したものである。

公営 民営 公営 民営

都道府県・
指定都市名

地方公共団体における精神障害者保健福祉手帳等に基づく主なサービス一覧

精神障害者保健福祉手帳に基づくサービス例
精神障害者保健福祉手帳を
所持していない者も含めた精
神障害者の通院やその同伴
者に対する公共交通機関の運
賃割引やタクシー券の交付等

公共施設の
利用料減免

医療費助成
公営住宅の
優先入居

公共交通機関の運賃割引や
利用料金に対する助成

・駐車料金
の減額

・パーキング
パーミット

備考
鉄道 バス タクシー・

ガソリン

54 相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級又は２級に限
る。
・公営住宅については、県営住宅の単身者
向け住宅は除く。
・公営バスについては、相模原市コミュニティ
バスの2路線が該当。また、津久井地域（4地
区）で運行している乗合タクシーにおいて、運
賃割引を行っている。
・タクシー・ガソリンについては、１級又は２級
の方に対し、福祉タクシー利用助成又は自
動車燃料費助成を行っている。また、一部タ
クシー会社において、運賃の割引が行われ
る。
・駐車料金の減額については、１級の方に対
し市営駐車場の割引を実施。
・この他、「福祉手当支給」、「公共下水道使
用料減免【１級のみ】」、「市営駐輪場の割
引」を実施。

津久井地域（4地区）で運行して
いる乗合タクシーにおいて、介助
者（1名まで）の運賃割引を行って
いる。

55 新潟市 ○ ○ ○ ○

・公共施設の利用料減免は一部施設に限
る。
・医療費助成は精神障害者保健福祉手帳１
級に限る。
・バスは一部事業者に限る。
・この他、佐渡汽船の運賃割引を実施

56 静岡市 ○ ○
○

（１級・２級の
み）

○ ○

57 浜松市 ○ ○ ○ ○

・重度心身医療費助成は、1級に限る
・公共施設の利用料減免は一部施設に限る
・交通費助成制度あり（1,2級に限る）
・税制上の優遇措置を実施

遠鉄バス・電車及び天竜浜名湖
鉄道は降車時に手帳を提示する
と、運賃割引がある（1級又は小
学生以下に限り介護者1名にも
適用）

58 名古屋市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・医療費助成については、１級又は２級に限
る。（所得制限あり）
・鉄道については「名古屋市営地下鉄、名古
屋臨海高速鉄道、名古屋鉄道の一部」に、バ
スについては「名古屋市バス、名古屋観光
ルートバス、名古屋ガイドウェイバス」に限
る。
・福祉タクシー利用券については、１級のみ。
・この他、「障害者自立支援配食サービス」、
「資源やごみの排出支援」、「精神障害者住
環境整備試行事業」（1、2級のみ）を実施。
・パーキングパーミットは未実施。

左欄の鉄道、バスについては、
介助者も対象です。（1、2級の
み）

59 京都市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
民営バスについては，市バス撤退地域に限
る。

60 大阪市 ○ ○ ○ ○ ○

61 堺市 ○ ○ ○
重度障害者医療費助成（1級に限る、所得制
限あり）

62 神戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

・施設の規定により取扱いが異なる。
・重度障害者医療費助成（１級に限る、所得
制限あり）
・公営住宅の抽選優遇
・福祉乗車証（市バス・地下鉄等無料パス）。
1級は介護人付、2,3級は単独乗車証。1級の
み「タクシー利用助成」「自動車燃料費助成」
も対象だが、併給不可。
・市立駐車場駐車券（1級のみ）
・この他、「障害者特別給付金（1.2級、制度
的理由による無年金者、所得制限あり）」を
実施

実施していない

63 岡山市 ○ ○ ○ ○ ○

医療費助成は、１級及び自立支援医療受給
者証（精神通院）の両方を所持する方が申請
されることにより、医療費自己負担額の一部
を助成します。※所得制限あり

１級を所持している障害者の介
護者について、バス運賃の割引
制度あり。

64 広島市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・ＪＲ回数券引換券やタクシーチケット(一部
会社のみ）等から選択交付。なお、福祉タク
シー乗車券は１級に限る。いずれも所得制限
あり。　　　　　　　　　　　　・市営駐車場等駐
車場の一部免除（1級のみ）
・水道料金及び下水道料金の減免（1，2級の
み。ただし、所得制限あり）

１級を所持しているすべての障害
者の介護者と6～12歳までの2、3
級の障害者の介護者について、
バスや路面電車で運賃の割引制
度あり。

65 北九州市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

施設を通所する際に利用した公
共交通機関の一部料金を四半期
毎に助成している。（精神障害者
通所交通費助成事業）

66 福岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
医療費助成は１級のみ。
市営駐車場にて減額あり。

67 熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 鉄道は熊本市電に限り実施
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11 精神保健福祉士関係について 

 

精神保健福祉士を取り巻く状況として、前回の精神保健福祉士に係るカリキ

ュラム改正（平成 24 年４月１日施行）以降、平成 25 年の精神保健福祉法の改

正による退院後生活環境相談員の創設、精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築の推進、精神障害者の雇用の義務化、アルコール健康障害対策基

本法（平成 26 年 6 月）及びギャンブル等依存症対策基本法（平成 30 年 10 月）

の施行等による専門人材の育成・確保の必要性などにより、精神保健福祉士に

対する社会的役割や期待がますます高まっている。  

このような状況を踏まえ、新しい状況に的確に対応できる人材を育成するこ

とを目的に、平成 30 年 12 月から精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検

討会を開催し、令和元年６月 28 日に開催された第４回検討会において、精神

保健福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて取りまとめられた

ところである。 

今後、令和３年度入学者から新たな教育内容での養成が開始され、令和６年

度から新たな教育内容に基づく国家試験とする予定であるが、都道府県の所管

する養成施設の指導及び監督に当たって必要となる事項は別途お示しするの

で、円滑な施行について特段の配慮をお願いする。 

 

（参考：精神保健福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05546.html 
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精神保健福祉士養成課程の教育内容等の見直し（概要）

○ 精神保健福祉士を取り巻く環境の変化に伴い、精神保健福祉士が果たす役割は、精神障害者に対する援助のみならず、精神障害等によって日
常生活又は社会生活に支援を必要とする者や精神保健（メンタルヘルス）の課題を抱える者への援助へと拡大してきている。

○ 役割の拡大とともに精神保健福祉士の配置・就労状況も、医療（病院・診療所など）、福祉（障害福祉サービス等事業所など）、保健（行政など）か
ら、教育（各種学校など）、司法（更生保護施設、刑務所等矯正施設など）や産業・労働（ハローワーク、EAP企業、一般企業など）へ拡大している。

○ また、地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会（地域力強化検討委員会）や社会保障審議会福祉部会
福祉人材確保専門委員会より、包括的な相談支援を担える人材育成等のため養成カリキュラムの見直しを検討すべきとの指摘がされている。

〔精神保健福祉士を取り巻く環境の変化の例〕

〔地域力強化検討委員会中間とりまとめ～従来の福祉の地平を超えた、次のステージへ～〕

○ 以上のことから、精神保健福祉士を取り巻く状況に的確に対応できる人材を育成することを目的に、「精神保健福祉士の養成の在り方等に関す
る検討会」及び具体的な教育内容等に関する検討を行うワーキンググループを設置し、教育内容の検討を行った。

見直しの背景

○ 平成25年、地域社会における共生の実現に向けて、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の除去に資するよう、「障害者
自立支援法」改正、「障害者総合支援法」の施行

○ 平成29年、「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書において、精神障害者が、地域の一員として、安心して自分らしい暮
らしができるよう、医療、障害福祉・介護、社会参加、住まい、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケア
システム」の構築を目指すことを新たな理念として明記

○ アルコール、薬物、ギャンブル等の各依存症などへの対策として、人材育成や依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関等の地域の医療・相談
支援体制の整備を推進することや、予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備の推進

出典：精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会 中間報告書

“我が事・丸ごと”を実現するためには、制度横断的な知識を有し、アセスメントの力、支援計画の策定・評価、関係者の連携・調整・資源開発までで
きるような、包括的な相談支援を担える人材育成に取り組むべきである。また、ソーシャルワーカーの養成や配置等については、国家資格として現在
の養成カリキュラムの見直しも含めて検討すべきである。

○ 2012（平成24）年度の現行カリキュラムの施行以降の社会状況の変化や法制度の創設等を踏まえ、精神保健福祉士を取り巻く状況に的確に対
応できる人材が育成されるよう、以下の点について、教育内容の見直しを行った。
１ 養成カリキュラムの内容の充実
２ 実習・演習の充実
３ 実習施設の範囲の見直し 等

見直しの方向性

○ 2019（令和元）年度から周知を行う。2021（令和３）年度より順次導入を想定。
教育内容の見直しのスケジュール

精神保健福祉士養成課程の教育内容等の見直しに関するスケジュール（案）

令和元年度
(2019年度)

令和２年度
(2020年度)

令和３年度
(2021年度)

令和４年度
(2022年度)

令和５年度
(2023年度)

令和６年度
(2024年度)

令和７年度
(2025年度)

国家試験

第22回
(令和2年2月実施)

第23回
(令和3年2月実施)

第24回
(令和4年2月実施)

第25回
(令和5年2月実施)

第26回
(令和6年2月実施)

第27回
(令和7年2月実施)

第28回
(令和8年2月実施)

保健福祉系大学等
［４年］

令和３年度
入学者

保健福祉系短大等［３年］
＋相談援助実務経験

［１年］

令和３年度
入学者

保健福祉系短大等［２年］
＋相談援助実務経験

［２年］

令和３年度
入学者

一般養成施設等［１年］
（短期一般）

令和６年度
入学者

周知・準備期間
（令和元年度～２年度）

従来の教育内容に基づく試験問題
新たな教育内容に
基づく試験問題

新たな教育内容

新たな教育内容

新たな教育内容

相談援助
実務経験

相談援助
実務経験

新たな
教育内容
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